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第三章
　
我が国の情況
第二章
で検討したアメリカ合衆国の裁判例・立法の動向を承けて、本章では、我が国において無人機を捜査目的で
活用する際の前提情況などについて検討を行いたい。まず
第一節
では、我が国において無人機が今後活用されて行く
かについて若干 検討を加える。アメリカ合衆国で無人機が活用される方向にあっても、我が国において全く活用される見通しがないのであれば、本章 おける の意義に欠けることにな からで る。
第一節
　
我が国における無人機活用の現状
一
　
第一章
で言及した軍事用の無人機
（ＵＡＶ）
について言えば、高々度以外の無人機に関しては我が国の自衛隊で
も既に一部導入が開始されて た。例えば、純粋な軍事用ではないが、平成一八年七月迄イラクに派遣された陸上自衛隊は、基地警備等のために無人操縦ヘリコプター
（ヤマハが開発したＲ
─ＭＡＸ［
T
ype
ⅡG
］を独自に改良したもの）
を
用いており これは赤外線監視カメラを搭載するなど、簡易の観測ヘリの役割を担った。また、防衛庁技術研究本部は、 既に昭和三〇年代から航空無人機の研究開発に取り組んで来ており、 昭和五一年には無尾翼型の研究用ＲＰＶ
（重
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量約九〇キログラム、最高速度時速約二〇〇キロメートル。先端にテレビカメラを搭載）
が研究試作、昭和六一年には高速標
的機Ｊ／ＡＱＭ
─
1ターゲットドローンが制式化されている。 そして、 昭和六三年から技術研究本部が研究試作を行い、
富士重工が主契約企業となって開発した無人ヘリコプター「遠隔操縦観測システム
（ＦＦＯＳ）
」は、平成八年から陸
上自衛隊による実用テストが行われ、平成一三年度予算から量産級の調達が開始されて
）（（（
） （（（（
（
いた。
二
　
⑴
　
ただ、専守防衛を掲げており、相手方の動きを速やかに察知する必要がある我が国においては、戦域級偵察
機が必要とされていた。戦術・作戦級の偵察手段は、従前の偵察車輌や偵察機でカヴァー可能であって、編成が遂行されて来たし、戦略級偵察については、平成一五年から打ち上げられている情報収集衛星が役割を果たし いるけれども、偵察衛星は必要な時 必要な情報を得られる保障がある訳ではないし、戦術偵察機は見ることが出来る範囲も時間も狭くなるという憾みが指摘されて
た
）（（（
（
。この過程で、平成一八年一月、額賀防衛庁長官
（当時）
が平成一九年
以降にアメリカ製の無人偵察機
（グローバルホークまたはプレデター）
を導入する方針を示した。防衛省は、高々度無人
機について平成一五年度から国産化の研究・開発を進めていたが、無人機に偵察・観測センサーを搭載し、公海上から北朝鮮や中華人民共和国などの画像情報を収集したり、ミサイル防衛システムと連携させるといった構想の実現のためには間 合わないこと 平成一七年に合意した在日米軍再編中間報告において協力を強化す 分野に無人 よる情報収集が盛り込まれていたこと から、この時点で一旦アメリカ製を導入する方向となったのであ
る
）（（（
（
。尤も、
かか 方向性も、検討されただけで、 二二 の次期中期防衛力整備計画
（中期防）
において─無人偵察機導入の
検討は行うものの─ＲＱ
─
4グローバルホークの導入が見送られるという結果に終わっていた。
⑵
　
しかし、情況は変化しつつある。そもそも、我が国の上空は南北に長い国土のために空域は幅が狭く、非常に
七二
過密であ
り
）（（（
（
、且つ航空法は無人機の運用を前提としていないため、障碍を避けるためには、無人機を硫黄島から発進
させ、螺旋上昇しながら航路の重ならない高々度迄上げ、その後必要な場所に向かわせる必要があるとされていた。この点で 航空自衛隊はグローバルホークでも能力が足りないと考え、直ちに国産機の開発・実用化が実現可能かは格別、グローバルホークを導入して、その問題点を学ぶことによりノウハウを蓄積しつつ、我が国独自の無人機を開発するという方向に近時動き出したと論じられてい
る
）（（（
（
。このような動向の背景事情として、平成二三年三月の福島第
一原 事故の際に米軍の無人機グローバルホークが─合衆国においては、国防総省の 求した条件等をクリアしていない点で、その有用性に疑問の声が上がっているも 原発の情況を把握
し
）（（（
（
、一定の成果を見
た
）（（（
（
という経緯が考え
られ、これが防衛省 無人機開発を促進した面もあ ものと思われ
る
）（（（
（
。かかる経緯を踏まえて、ⅰ
 我が国の安全保
障環境の悪化に加え、ⅱ
 警戒監視衛星等に比べて費用対効果が高い、ⅲ
 上記平成二三年の東京電力福島第一原発事
故でアメリカ軍無人機が現場を撮影したように、災害・事故時の情報収集も強化出来るという理由から、平成二五年八月、防衛省は平成二六年度予算 概算要求でグローバルホークを導入する費用を計上す 方針を固めたと報道された。平成二六─三〇年度で三 購入し、地上施設整備も含め 費用は一〇〇〇億円前後であるという
）（（（
（
。
⑶
　
加えて、
第二章
でも触れたように、近時、アメリカ合衆国が民間への無人機使用の促進を強化していること、
韓国における国を挙げての自国製 開発の取り組み等にも刺激を受け、─もとも 我が国においては、農薬散布用無人ヘリコプターは発展をみていた
が
）（（（
（
、それに止まらず──荷物の運搬・建設現場でのチェックなど民間分野での
無人機使用についての関心も高まっ
る
）（（（
（
。特に
はじめに
でも触れたように、オバマ政権下で四キログラム以下の重
量の が警察 いても使用可能となっ ことにより
（近々、法執行機関が犯罪者の追跡・違法薬物捜査・犯罪の発見
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七三
等に無人機を広く活用するようになると評されてい
る
）（（（
（
）、国情の違いはあるものの、合衆国の動向を見据えて我が国の捜査
においても無人機が されるようになる点は予測され得るところであろう。
かかる情況から、我が国において、捜査目的で無人機を活用する要件等について検討する意義は認められると考え
る。
第二節
　
我が国におけるプライヴァシーを巡る議論
一
　
第二章
では無人機の本場とも言い得るアメリカ合衆国の議論情況について若干の素描を試みた。本節ではそれと
の比較の面をも含めて、無人機の問題に関わる限りで我が国 おけるプライヴァシーに関する議論を簡単に眺める。主として憲法学上の議論に則しつつ、期間を概ね、⑴「一人で放っておいて貰う権利」拡大期
 ㈡、⑵「自己情報コ
ントロール権」展開期
 ㈢、⑶
 システム・コントロール転回期
 ㈣
 の三期に分けて鳥瞰してみたい
）（（（
（
。
二
　
⑴
　
我が国においては、戦前においてもイギリス・アメリカ合衆国の判例を参照しつつ、 「秘密権すなわちプラ
イヴァシーの権利」について考察した研究も存した
が
）（（（
（
、プライヴァシーの権利が本格的に論じられるようになったの
は一九五〇年代半ばから一九六〇年代以降であるとされ
る
）（（（
（
。憲法学説は「宴のあと」事件東京地裁判決
（東京地判昭
和三九年九月二八日下民集一五巻九号二三一七頁）
に注目し
た
）（（（
（
。同判決は、 「私事をみだりに公開されないという法的保障
ないし権利」が「個人の尊厳を保ち幸福の追求を保障す うえにおいて必要不可欠なもの」であ しており、公開された内容が、ⅰ
 私生活上の事実又は事実らしく受け止められる恐れのある事柄であること
（私事性）
、ⅱ
 一般人の
感受性を基準にして当該私人の立場に立った時に公開を欲しないであろうと認められるものであ こと
（秘匿性）
、ⅲ
 
七四
一般人に知られていない事柄であること
（非公然性）
を、プライヴァシー侵害の三要件として提示した。ここにおい
て、ウォーレンとブランダイスが提唱した、いわゆる「一人で放っておいて貰う権利」としてのプライヴァシー権は我が国でも迅速 広がったと言われている。
⑵
　
刑事手続の分野では、昭和四四年一二月二四日最高裁大法廷判決
（京都府学連事件。刑集二三巻一二号一六二五頁）
が注目された。本判決については、公権力統制の分野に関わるもので、私人間のプライヴァシーの問題とは切り分けるべきであるとの見解 有力であ
る
）（（（
（
が、
四
で触れる住基ネット事件が「憲法一三条は、国民の私生活上の自由が公権
力の行使に対しても保護されるべきことを規定しているものであり、個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、個人に関する情報をみだりに第三者 開示又 公表されない自由を有するものと解される」と本判決を踏まえて論じていることに見られるように、枠組みとしては情報の 表の場面 っても保存管理の場面であっても、情報コントロールという側面を前提と いない路上における写真撮影を念頭に置いた本判決が爾後も維持されているとの見解も有力である
）（（（
（
。
三
　
⑴
　
憲法上の議論は、一九七〇年代以降の自己情報コントロール権説の主張によって一層高まった。既に
第二章
で触れたように、アメリカ合衆国においては一九六〇年代に、プライヴァシー権の関心が私的領域 保護・私生活の秘匿から、個人情報のコントロールへと移り始めたが、我が国 おいてもかかる動向を承け
て
）（（（
（
、自己情報コントロー
ル権説が積極的に紹介され、憲法学界 浸透して行っ 。
⑵
　
この見解は、プライヴァシーの権利に対する一九七〇年当時の関心は、一人で放っておいて貰う権利という消
極的な意味合い
（日常生活からの逃避・現実世界からの撤退）
ではなく（
人々が政府によるサービス等と引き換えに日常的に
七五
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情報を引き渡していることに鑑みれば、一人で居させて貰いたい権利ということだけではプライヴァシーの保全は不可能であ
る
）（（（
（
）、
高度に複雑な相互依存的社会にあっ
て
）（（（
（
、個人が自己に関する情報をコントロールする自由を確保することによって現
代社会に見合った人間の行動についての合理的ルールを確立し、以て人格の自由な発展の道を確立しようとする努力から生じているとし、プライヴァシーの権利を、自ら善であると判断する目的を追求して他者とコミュニケートし、自己の存在に関わ 情報を開示する範囲やその性質を選択出来る権利と理解すべきではないかと論ずる。そ て、かかる「情報プライヴァシー権」は、 「人格的自律 プライヴァシー権」と密接な関係を有して るも の性質を異にしており、個人につい の情 の①取得収集、②保有及び③利用の各局面に応じて問題となり、不当に自己に関する情報を取得収集されないという自由 として 側面のみならず、請求権としての側面をも有すると述べる
）（（（
（
。
この見解に対しては批判が寄せられ、例えば、自己情報は全てプライヴァシーの権利と言えるのか
（自己情報コント
ロール説は名誉とプライヴァシーを一括して説明する点で包括的過ぎ、両者 区別を曖昧にしてしまう）
という点について、プ
ライヴァシーの権利を「社会的評価からの自由」と捉える見
解
）（（（
（
、如何なるプライヴァシーの基礎概念を前提にしてい
るか明らかでないという点について、 人間が自由 形成し得るところ 社会関係の多様性に応じ 、 多様な自己イメージを使い分ける自由と捉える見解
）（（（
（
などが主張されている
）（（（
（
。
⑶
　
刑事手続の分野においては、一九七〇年代から八〇年代においては、盗聴
（傍受）
・写真撮影といった電子工学
技術を用いる捜査方法の適法性について、プライヴァシー権侵害との関連で議論された。ここでは プライヴァシーの権利を「一人で放っておかれる権利」 「自己の情報をコントロールする権利」と二者択一とせず、両者を含めた包括的な内容 持つ権利とし 理解す 見
解
）（（（
（
の存在に見られるように、憲法学における第一期・第二期各々の有力な見
七六
解に必ずしも対応している訳ではない
）（（（
（
。
四
　
⑴
　
その後、アメリカ合衆国においては、一九六〇年代後半頃に登場した情報プライヴァシー権論が、その儘の
形で現代の高度化 たデジタル社会に対応出来るかという問題意識が生
じ
）（（（
（
、一九九〇年代後半から、私事の公開や個
人情報の同意なき開示・利用という事後的 個別具体的な行為でなく、情報システム、データベースの構造などに議論の重点を置く「構造論的転回」が発生したと言われる
）（（（
（
。
⑵
　
そして、このような転回の兆しは我が国でも見ら
れ
）（（（
（
、全体のシステムの中身を問題としたり、制度上のセキュ
リティがどこ迄図られているかといっ 点を重視すべきとする見解が主張されたり また、最高裁平成二〇年三月六日判決
（住基ネット事件。民集六二巻三号六六五頁）
も、住基ネットにシステム技術上又は法制度上の不備があるか、将
来的に第三者に開示又は公表される具体的な危険があるかを審査してお
り
）（（（
（
、情報システム又は構造に着目し
た
）（（（
（
判決と
見ることが出来ようと評する見解もあ
る
）（（（
（
。尤も、これに対しては、住基ネット事件においても、昭和四四年京都府学
連事件における、情報の取得場面における正当性に焦点を当て 審査手法が猶生き続けているという評価も有力に存する
）（（（
（
。
⑶
　
そして、この第三期においては、第一期や第二期におけるプライヴァシーの捉え方の重要性も否定されず、多
元的なプライヴァシー権論 展開されていると把握 ている
）（（（
（
。
第三節
　
追跡型捜査手法に関する議論・裁判例の情況
）（（（
（
第一款
　
議論・裁判例の概況
七七
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一
　
第二章
冒頭で言及した通り、無人機は、これによって対象者に気付かれぬ儘に上空から捜査機関が長期間、容易
に追跡し得る点に主たる特徴がある。我が国でかかる追跡型捜査の機能を担い得るのは、例えば、⑴
 写真撮影、⑵
 
自動速度監視装置による写真撮影、⑶
 防犯カメラ、⑷
 自動車ナンバー自動読み取りシステム
（Ｎシステム）
、⑸
 内
偵・尾行、⑹
 コントロールド・デリバリー等の捜査手法であろう。そこで、以下、これらを巡る議論情況について
簡単に検討する。二
　
写真撮
影
）（（（
（
⑴
　
写真撮影は、戦前から捜査目的に活用されており、その意味で必ずしも新しい捜査手段とは言えず、肖像権の
権利としての稀薄さとか、被撮影者が直接的な痛痒を感じないこと等から、犯罪捜査を理由として侵害が無批判に正当化される傾向にあるとされていた。しかし、写真撮影は一種の機械力を利用して相手に気付かれず、または相手意思に反しても行うことが出来るために多分に強制処分的な要素が含まれてい
る
）（（（
（
点が問題とされるに至
り
）（（（
（
、特に、望
遠撮影・赤外線撮影など、撮影技術が進歩して被撮影者が想定していない形で、その私生活が意 反して撮影されるに至った点などにおいて強制処分性が強く議論された。この点、最高裁は 捜査目的による無令状の写真撮影を、一定の条件付きで許容して 。即ち、前 の最高裁昭和四四年一二月二四日大法廷判決
（刑集二三巻一二号一六二五頁）
は、デモ行進許可条件違 を現認した警察官によ 写真撮影に関 て、大要、 「個人 私生活上 自由の一つとして、何人も そ 承諾なしにみだりに容貌・姿態を撮影されない自由を有す この自由も公共の福祉 ため必要ある場合には相当の制限を受け、警察官が犯罪捜査の必要上写真撮影をする際、個人の容貌等が含まれても、許容される場合があり得る」としつつ、 「現に犯罪 行われ若しくは行わ 後間がないと認められ 場合であっ しかも証
七八
拠保全の必要性及び緊急性があり、且つその撮影が一般的に許容される限度を超えない相当な方法をもって行われる時には、対象者の同意や裁判官の令状がなくとも写真撮影が許容される」旨判示した。
⑵
　
本判決では、許容される写真撮影の限界について問題となった。第一審
（京都地裁判決）
では、本件処分が刑事
訴訟法第一九七条第一項但書の強制処分
（個人の権利に直接的・物理的侵害を加え、又は国民に法的義務を負わせる場合につ
いては特別の規定が必要であるとした）
に該当しないから令状主義も適用されず、違法でないとされ、第二審
（大阪高裁
判決）
は、刑事訴訟法第一九七条第一項但書には言及せず、恐らく第一審と同様の理解で、本件写真撮影を違法なデ
モ行進の状態及び違反者を確認するために、違反者又はデモ行進者に物理的な力を加えたり特別な受忍義務を負わすことなく行われたものであると解して令状は不要と判断、最高裁では、強制処分の定義を行わず、また、任意捜査としての要件・限界の検討に主眼を置きつつ、⑴
 で触れた通り、ⅰ
 現に犯罪が行われ若しくは行われた後間がないと
認められ、ⅱ
 証拠保全の必要性及び緊急性があり、ⅲ
 当該撮影が一般的に許容される限度を超えない相当な方法を
もって行わ る時に、裁判官による令状がなくとも 警察官による個人の容貌の撮影が許容されると判示された。この昭和四四年最高裁判決は、 「宴のあと」事件の影響 恐らく受けつつ、肖像権の範囲を実質的に認
知
）（（（
（
し、それを憲
法第一三条の内容として宣言したこと 大きな意義があり 一方、当該宣言は理論的宣言に止まったから、その内実化は将来に残されたなどと評されたのである
）（（（
（
。
三
　
自動速度監視装置による写真撮影
）（（（
（
高速道路等に設置されるオービスⅢなどの自動速度監視装置は、自動的に車両の走行速度を測定すると共に、制限
速度を一定程度超過した車両について、測定装置と連動したカメラが当該車両の全面や運転者等を撮影し、且つ測定
七九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
速度・測定日時等を写真に記録して証拠を保存する。これによって、速度違反取締りが無人化され、二四時間取締りが可能となって犯人検挙が容易となり、身代わり犯人の危険も少なくなったとされる。最高裁昭和六一年 月一四日判決
（刑集四〇巻一号四八頁）
は、 最高裁昭和四四年判決の枠組みに従い、 現に犯罪が行われている場合になされ、 緊急性・
必要性があり、方法も相当であるならば適法とし、無差別の写真撮影によるプライヴァシー侵害・普通自動車に限定する差別的検挙・囮捜査類似の不適正 捜査 いう本装置に対する批判に決着を付けている。四
　
防犯カメラ
昭和四一年、大阪府警は釜ヶ崎交差点・公園脇など労働者がたむろする場所に一五台の首振り・望遠機能付きの高
性能テレビカメラを設置、その後、二〇〇五年のロンドン地下鉄爆破テロ事件における犯人特定に監視カメラが貢献したことも追い風となって我 国において 防犯カメラが広く設置されるに
至
）（（（
（
り、今や我が国の捜査活動の主流は防
犯カメラ画像による追跡捜査であると評される程、防犯カメラは増え続けており、 解決に大きく寄与し
）（（（
（
。
設置の許容性について、 大阪地裁平成六年四月二七日
（判例時報一五一五号一一六頁）
は
 ⅰ
 目的の正当性、 ⅱ
 客観的・
具体的な必要性、ⅲ
 設置情況の妥当性、ⅳ
 設置及び使用による効果があること、ⅴ
 使用方法の相当性の五要件、東
京高裁昭和六三年四月一日
（判例時報一二七八号一五二頁）
は、⒜
 当該現場において犯罪が発生する相当高度の蓋然性、
⒝
 撮影・録画という証拠保全方法によるべき必要性・緊急性、⒞
 当該撮影・録画が社会通念に照らして相当と認め
られる方法で行われることという三要件を提示している。これについては、前者を行政警察活動・後者を司法警察活動
（の文脈で事案に即して示されたもの）
として位置付けて整理・区別することが可能であ
る
）（（（
（
。捜査目的における無人機
発動との関係では、主として後者の三要件が問題となるように思われる。
八〇
五
　
自動車ナンバー自動読み取りシステム
（Ｎシステム）
自動車使用犯罪発生時において現場から逃走する被疑者車両を捕捉し、犯人を検挙したり、重要案件に使用される
可能性の高い盗難車両を捕捉・回復を図ることなどを目的として設置され、走行中の自動車のナンバーを自動的に読み取って、手配車両のナンバーと照合するシステムである。昭和五六年に運用が開始され、昭和六一年に全国に配備され、警察庁が管理するものと都道府県警察が管理するものとに分かれてい
る
）（（（
（
。東京地判平成一三年二月六日
（判例
時報一七四八号一四四頁）
は、 Ｎシステムが運転者等の肖像権を侵害し、 当該自動車による移動についての情報を把握し、
監視するものであるとして、国に損害賠償が請求された事案であるが、東京地方裁判所は、Ｎシステムは走行車の搭乗者の容貌を撮影し画像を記録するシステムではないこと、走行車両のナンバープレートはナンバーが外部に見えるような形での設置が義務付けられ おり、ナンバー及び当該車両が公道上 特定地点を一定方向に向けて通過したとの情報は秘匿されるべきとは言えないこと、Ｎシステムによる ら情報の取得・保有・利用の目的・方法も正当と評価し得ることから、Ｎシステムによって走行車両のナンバーデータを記録保存していることが原告の権利・私生活上の自由を違法に侵害することにはならないと判示し
た
）（（（
（
。本判決は、かかる当該車両が公道上の特定地点を一定方向
に向けて通過 たとの情報
（位置情報）
等が大量且つ緊密に集積されると個人の行動等を一定程度推認する手掛かり
となり得ることは否定出来 いとして、位置情報が大量に収集されることの危険性に言及しつつ
も
）（（（
（
、当該事案ではＮ
システム よ 情報の取 ・保有・利用は憲法違反 該当しないとしており、位置情報技術とプライヴァシーの問題に関して参考とな 裁判例であ が、如何なる場合に、情報が大量且つ緊密に集積される仕組み て行動の監視危険性を惹起するものと評価されるかは必ずしも明確でなく、今後の 断が待たれる 指摘も見 れる
）（（（
（
。
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六
　
内偵・尾行
被疑者・参考人を取調べる前に、秘かに捜査資料を入手する必要があるが、これを内偵と言い、この段階での捜査
手段として、聞き込み・尾行・密行・張り込み等がある
（犯罪捜査規範第一〇一条）
。そして、尾行については、情報収
集活動のための一環として行われる
（情報収集活動は、警察法第二条第一項の犯罪発生の予防手段、公安維持のための手段と
して認められ、従っ 情報収集活動の一環としての尾行も許されるとされる）
ものと監視警戒のための尾行とがあり、後者に
ついては、何等かの犯罪を犯そうとしてい と疑うに足りる相当な理由がある場合とか、犯罪が正に行われようとしている場合のようにそ 必要性・緊急性が高く、対象者の意思に反しても相当と認められる場合はあろうが、対象者が全く適法な行為に出ている場合には当該対象者の自由意思 影響を与え、当該自由な行動を制約する方法での尾行等は許されないとされる。こ 点、大阪高判昭和五 年八月三〇日
（判例時報八五五号一一五頁）
は、犯罪発生前であっ
ても異常な挙動その他周囲の事情 ら合理的に 断して何等かの犯罪を犯そうと いると疑うに足り 相当の理由がある時は、当該状態が続い いる限り対象者の意思に反 も尾行を継続するこ が出来、必要性・緊急性等をも考慮した上で、具体的情況 下で相当と認め れる態様・程度の尾行が許される
（当該事案では、必要性がなく相当な尾
行行為とは認め難く 違法な尾行行為であると認定され ）
と判示している。
七
　
コントロールド・デリバリー
⑴
　
規制薬物・拳銃等の禁制品の不正取引が行われる場合、捜査機関が当該事情を知りながら、直ちに検挙するこ
となくその監視下に当該禁制品の運搬等を許容して追跡し、当該不正取引に関与する人物を特定し、首魁を含めて一網打尽に検挙しようとする捜査手法である。関係者を泳がせ 捜査手法であり、ライブ・コントロールド・デリバリー
八二
（禁制品がその儘の状態で犯罪組織等に運搬されるのを監視す
る
）（（（
（
）、クリーン・コントロールド・デリバリー
（捜査機関が刑事
訴訟法第二一八条に基づいて捜索差押許可状によって差し押さえるか、税関職員が犯則事件の調査として関税法第一二一条に基づいて許可状によって差し押さえることによって、捜査機関が禁制品を無害品と取り替
え
）（（（
（
、これが運搬されるのを監視する）
の二種
類がある。コントロールド・デリバリーの実施に当たって、捜査手法については刑事訴訟法上に特別の定めがないため、監視追跡の実施等は任意捜査とし 許容される範囲内で実施すべきもの される。
⑵
　
このコントロールド・デリバリーにおける監視・追跡行為としては、上記で触れた尾行や張り込みが行われる
ことがまず考えられ また、 監視・追跡手段として、 規制薬物の入った荷物に小型の電波発信機
（ビーパー）
を装着し、
ビーパーから継続的に自動的に送信される無線電波信号を傍受して、当該荷物の場所的移転を機械的に監視・追跡するという方法も採られており
（既に第二章第一節などで触れたように、アメリカ合衆国では被疑者の追跡手段として活用されて
いる）
、捜査官の五官の作用による尾行・張り込みの補助手段と認められ、任意捜査として許容されるとも主張され
ている
）（（（
（
。
第二款
　
小
　　　
括
一
　
第一款
で検討した裁判例の情況を眺めると、必要性・緊急性・相当性という枠組みに沿って事案を検討している
ものが大勢を占めると言って良いであろう。かかるアプローチは、各捜査手段を任意処分の限界という観点から考察した と言え、 「強制手段……の程度に至らない有形力の行使は、任意 においても許容される場合があるといわなければならない。ただ、強制手段にあたらない有形力の行使であつても、何らかの法益を侵害 又は侵害するお
八三
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それがあるのであるから、状況のいかんを問わず常に許容されるものと解するのは相当でなく、必要性、緊急性などをも考慮したうえ、具体的状況のもとで相当と認められる限度において許容されるものと解すべきである。 」という最高裁昭和五一年三月一六日第三小法廷決定
（刑集三〇巻二号一八七頁）
の示した「必要性、緊急性などをも考慮した
うえ、具体的状況のもとで相当と認められる限度において許容される」という枠組みとも軌を一にするものと言えよう。最高裁昭和四四年 二月二四日大法廷判決は現行犯的情況を要件としていたが、これは必須の要件ではなく
（
第
一款二
参照）
、任意捜査であるのならば、当該捜査の必要性の判断において嫌疑の程度を考慮することで対応可能とも
言えようし、 行政警察活動における比例原則の考え方もかかるアプローチとオーヴァラップする 思われる。そして、これらをも踏まえて、写真撮影については、近時は最高裁昭和五一年決定の枠組みに則り、とりわけプライヴァシー侵害の程度に着目 て、住居内など外からは普通見ることの出来ないような場所にいる人を高性能の望遠レンズ・赤外線フィルム等で撮影する行為は強制処分に当たるが、公道上を歩行中の人の容貌等 撮影することは、任意処分として許容されるとする見解が多数を占めていると言われてい
る
）（（（
（
。この点については、既に、従前から、人が社会的に
パブリックな存在となる
（社会の耳目にも触れ、従って社会の批判にも服すべきであるから、 「公の存在」となる）
限度では、
プライヴァシーの権利を主張することは出来ないと主張さ い
た
）（（（
（
ように、被撮影者がプライヴァシーを正当に期待
乃至主張出来る立場にいるか否かという点がメルクマールとなっ
）（（（
（
、アメリカ合衆国における
K
atz
事件以降の、
修正第四条の捜索に該当するか否かを画する「プライヴァシーの合理的期待」という基準と軌を一にする考え方 言えよう。ただ、アメリカ合衆国の場合は、公共の場所か否かで、相対的に截然 画する傾向があっ
た
）（（（
（
のに対して、我
が国の場合は、例えば、デモ行進について、 「 の存在」となっておりまたは肖像権を放棄したと見られるのは集団
八四
としての意思を実現しようとする限りにおいてであって、顔写真を撮られることが明らかに不利益な場合迄含むとするのは参加者の意思を無視するもので行き過ぎであろうという理由から、社会的な活動をする場合はプライヴァシーの保護 範囲外乃至その権利の放棄 看做されるものの、集団的示威活動等の中にいる個々人の容貌を特定する顔写真の撮影等は行き過ぎであろ
う
）（（（
（
と述べられるなど、公道上の人の容貌等を撮影することは任意処分として許容するに
せよ、被 者 プライヴァシー の放棄・消滅があると迄評価すべきでないという点も多数の採るところとなっていると解されており
）（（（
（
、この点は彼我のアプローチで差異が生じるところかも知れない
）（（（
（
。
二
　
⑴
　
確かに、プライヴァシーの合理的期待の有無を公共空間か否かで画する立場は明確であり、ある程度大括り
の基準を用いることに一定の合理性はあろう。例えば、 公共空間を撮影する際に家屋の写真などが入ることがあ が、これに全て令状を要求したら、捜査機関 、無人機を都市部や郊外では使えなくなりかねないといった弊害も生じよう
）（（（
（
。但し、このような弊害を視野に入れる場合、公共空間だから全て良いと考えると、逆に高度の技術を用いれば親
密な事実を見ることが可能な場合 は 侵襲性が強いと捉えることも可能な場合もあるとも思われ、例外を認める余地もあり得ると言えよう
）（（（
（
。
⑵
　
実際、アメリカ合衆国においても、例えば、ヴィデオカメラによる監視は公共の場では修正第四条違反ではな
いと一般に認められているものの、三つの場合について例外があるとも主張されてい 。即ち、警察は、ⅰ
 プライ
ヴァシーの期待が る場所を監視するために、公共の場に設置されているカメラ 用いるこ は出来な
い
）（（（
（
、ⅱ
 個人
やその所有物を拡大するために、侵襲に該当する程度にズーム・レンズを使用することは出来ない、ⅲ
 不審事由
（容
疑）
なしに大量監視に該当する程度に広範にカメラを用いることは出来ないという主張であ
る
）（（（
（
。そして、我が国にお
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いても、特に
 ⅲ
 に関連して、アメリカ合衆国の議論をも踏まえて、例えば、路上行為の監視にあっても、公共の場
所での個人の往来等の行為を警察が無差別・無限定にヴィデオ撮影・録画する活動を放置することを憲法が認めているとは考えられず、一定 地点 無作為抽出で選んで写真やヴィデオ装置を設置しておいて、常時それ 操作して撮影や録画をしていたところ、偶々当該地点で犯行が行われた場合には、当該撮影を全体として許す訳には行かないであろ
う
）（（（
（
といった主張が見られる。この見解は、ⅰ
 被撮影者たる個人の側の「自己の行為は政府によって監視されな
いとの期待」について、憲法上保護されている住居の捜索、書類・所持品の押収という憲法の予定する典型の場合には他者に監視されないとの期待が最も高いが、住居以外 路上等の場所では当該期待は低く、また、捜索に迄至らずに住居の外から見張られたりする場合に そうされないとの期待は低い。ⅱ
 ただ、これらの場合であっても全く何
の理由もない場合には、他人から監視を受けないという期待は否定出来るものではなく
（主観的期待）
、ヴィデオ監視
等の場合は、かかる主観的期待はあるものの、客観的期待
（憲法の定める実体要件とそれに加えて令状要件が具備されなけ
れば干渉を受けないと考えても良い）
に迄高まっていないと見られる場合であって、この場合に令状要件を外すのは合理
的であり、 「相当 」合理的根拠のある主観的期待への干渉が許容され いう点を骨子とするものである
が
）（（（
（
、アメ
リカ合衆国においても、
K
atz
判決とそれを継承する裁判例においては、当該行為がオープンな地域で行われ、上空
から観察出来る もかかわらず、対象者が合理的なプライヴァシー 主観的期待を積極的に表明していれば、当該行為は修正第四条の保護を受ける資格があると 論じら てお
り
）（（（
（
、主観的期待の定義がこれら見解の間で同一なのか、
どの程度差異がある か つ は 別途慎重な検討が必要ではあるけれども 我が国においても、合衆国においても、公共空間における監視だから直ちに修正第四条に抵触しないものではな という見解が有力に主張されて る点
八六
は、彼我のある程度の近接傾向を示すものとして興味深いと思われる。
三
　
⑴
　
いずれにせよ、我が国の議論からは、必要性・緊急性・相当性という任意捜査の限界の枠組みか、合理的
なプライヴァシー 主観的期待という枠組みかは兎も角、公共空間においても一定の保護を与えるべきであるという考え方が一定程度有力で と捉えることは出来よう。かかる場合に該当すれば、アメリカ合衆国においては修正第四条違反となり、我が国においては任意捜査において許容される限界を超えると うことになろう。
⑵
　
アメリカ合衆国憲法修正第四条の規定は文言上第一次的には令状主義の原則を定めるものではなく、不合理な
捜索・押収を禁じる形となっているため
（
第二章
参照）
、裁判官が予め発する令状によらない捜索・押収であっても不
合理なものでない限り、これを許す趣旨と解する余地があるのに対し、我が憲法第三五条 は令状主義の原則が正面から相当に厳格な形で規定され 点に違いがあ と評され い
る
）（（（
（
。この点に照らせば、アメリカ合衆国に
おいてプライヴァシーの合理的期待に反し 不合理とされている事例 中には 国では捜索に該当すると迄は言えないが任意捜査において許容され 限界 超えるとされる事例も含まれていると言え、この点で彼我の比較に 慎重でなければならないが、かかる点に配慮した上で、アメリカ合衆国におけ 議論 参照しつつ無人機による相当でない監視を判断するためのフ クター 探って行くこと 許されるものと思われ 。
⑶
　
そして、既に触れた我が最高裁昭和五一年三月一六日第三小法廷決定
（刑集三〇巻二号一八七頁）
によれば、 「捜
査において強制手段を用 ことは、法律の根拠規定がある場合に限り許容 る である。しかしながら、ここにいう強制手段とは、有形力の行使を伴う手段を意味するものではなく 個人 意思を制圧し、身体、住居、財産等に制約を加えて強制的に捜査目的を実現する行為など、特別の根拠規定がなければ許容す ことが相当でない手段を
八七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
意味するものであつて、右の程度に至らない有形力の行使は、任意捜査においても許容される場合があるといわなければならない。ただ、強制手段にあたらない有形力の行使であつても、何らかの法益を侵害し又は侵害するおそれがあるのであるから、状況のいかんを問わず常に許容されるも と解するのは相当でなく、必要性、緊急性などをも考慮したうえ、具体的状況 もとで相当と認められる限度において許容されるものと解すべきである。 」と判示されており、強制処分
（強制手段）
を画する基準は「個人の意思を制圧し、身体、住居、財産等に制約を加えて強制的に捜
査目的を実現す 行為 ど、特別 根拠規定がなければ許容することが相当 ない手段を意味 るもの」とされており、また、任意捜査において許容される有形力の行使を画する基準につ ては、 「何らか 法益を侵害し又は するおそれがあるのであるから 状況のいかんを問わず常に許容さ ものと解するのは相当でなく、必要性、緊急性などをも考慮し うえ 具体的状況のもとで相当と認められる限度において許容され ものと解すべきである」という形で示されている。
第二章で検討したように、 アメリカ合衆国においても連邦最高裁では財産を基底とするアプロー
チとプライヴァシーを基底とするアプローチを併用すると捉える見方が有力であ か
ら
）（（（
（
、財産権に対する侵襲は、正
に「住居、財産に制約を加えて強制的に捜査目的 実現 行為」に、プライヴァシー権 対する侵襲 法定の厳格な要件・手続によって保護する必要のあ 程の重要な権利・利益に対す 実質的な侵害と重
ね
）（（（
（
、また強制処分による
侵害と迄は言えない利益 つい は、相対的に低度のプライヴァシーへ 合理的期待と必要性・緊急性・相当性 枠組みを重ねて検討するということになろう この際 、既に
第二章
においても鳥瞰している合衆国の動向を振り返る
意義があるように思われ 。
八八
第四章
　
比較法的知見
第一節
　　
アメリカ合衆国の動向の纏め
一
　
⑴
　
以上を踏まえて、無人機による監視の適法性を判断する基準として、アメリカ合衆国の動向から得られる知
見には如何なるものがあるのであろうか。既に
第二章
において、無人機による監視が違法か適法かを画す判断ファク
ターについて若干の議論情況を眺めた。連邦最高裁においては、プライバシーの主観的期待よりも客観的期待の方にウェイトが置かれてい ようで が、被告人のプライヴァシーに対する主観的期待が客観的に合理的となるか否かについては、例えば、①当該科学技術が提供する情報の類型、当該科学技術の機能
（例えば、当該科学技術が感覚を増幅
させたり超感覚的な性質を有するか否か）
、②当該科学技術が明るみに出す情報の量などが裁判所によって重視されてい
るとも分析され いる
）（（（
（
。 そして、 本論点については、 有人機による監視の適法性に関する議論などがまずは参考になる。
⑵
　
既に触れたよう
に
）（（（
（
、アメリカ合衆国の裁判例からは、対象者が住居にいる間に一般の人々が使用していない科
学技術によって監視 た場合は、令状がなければ違法な捜索に当たると考えられる。そして、
K
yllo
事件に照らし
て、無人機が非常に大量の画素数のカメラと赤外線画像化装置を装備しており、程なく壁や天井を通過して対象を観察することが出来る機能を有するに至ることが予想され、 かる科学技術が人々に一般 使用可能な段階には至っていない点に鑑みれば、当該科学技術の使用は修正第四条の捜索に該当することがあり得よう。次に、家屋・住居を直接囲む裏庭・テラス・玄関等については、
open fields
における保護と比べると手厚いであろうが、
R
iley
事件や
八九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
C
iraolo
事件においては捜査機関による高度四〇〇フィート・一〇〇〇フィートから行われた監視が捜索とは認定さ
れなかった点に鑑みれば、少なくとも航空機による場合は家屋内部に匹敵するような強い保護は受けないであろう。このように関連裁判例は監視の対象となる場所及び無人機
（航空機）
によって用いられる科学技術というファクター
を重視しており、殆どの公共の場所に対して、比較的短期間、無人機による監視を行うことにつ て令状は必要とされないし、ことによると不審事由も必要とされ いと考えられ と言うことが差し当たり可能であろうと思われる。この点、無人機 持つ顔認識機能や壁を通して見ることが出来るレーダーレーザーといっ 高度な科学技術、長期の監視活動を遂行出来る能力、人員そ 他予算面での制約が少なくて済むためにプライヴァシー侵害を防ぐための事実上の安全弁が損 われる結果となって、捜査機関による広汎 監視がチェックを受けることなく行われ易くなってしまうという性質は、従前の裁判例で科学技術が問題となっ い 場合よりも遥かに高度と言い得 が、この点は、他方、今日、
C
C
T
V
・
G
oogle M
ap ・
G
oogle E
arth
などが急増していて社会のプライヴァシーに対する期待が変容しつ
つある点との間で多面的な検討が必要とさ るところであろう。こ 判断のために、⑴
 で触れたように、監視対象
となる情報類型・量などが重視されるという点も首肯されるところであろう。
⑶
　
そして、以上の枠組みに基づく具体的判断のためのファクターとして、例えば、
A ①対象土地の特徴、②飛
行高度、③
（当該法執行機関による場合以外の）
他の航行の頻度、④壁、侵入すべからずという標示その他の警
告
）（（（
（手段、
⑤無原則の航行
（法執行機関員が違法活動についての明確な不審事由・嫌疑なく、特定土地の上空を航行するという恣意的判断
によってなされた 空機による監視は無効となる。 の点の問題は令状を要求すれば除去されるが、令状を要求すると航空機による監視の効用が阻害され得
る
）（（（
（
）、
B （無人機についてであるが）
①無人機が航行する高度、②空からの監視の頻度・期間、
九〇
③無人機プラットフォームの画像化能
力
）（（（
（
、
C ①監視の場所、②用いられる科
学
）（（（
（技術、
D ①監視対象である土地の所
有権者による監視を排除するという意思の表明、②警告、③土地の性格
（例えば、田舎の住民であれば民間航空機の航行
に慣れているから、個人は警察によ 航行に対してプライヴァシーの期待を持つことは出来ないと認定されることになる）
、④監
視手
法
）（（（
（
、
E ①航行の適法性
（この点はＦＡＡガイドラインに違反したか、対象者の財産を侵害したか否かなどで判断される）
、
②航空機 監視される者が、当該航行が非常に稀という充分な証拠を提示出来たか否か
（規則的で適法に運航された形
でも航空機による であり、対象者の財産使用を妨げていな ならば、修正第四条の捜索に該当せず、令状を必要としないに
）（（（
（
なる）
、
F（ＧＰＳなどの追跡装置について）
①情況に関連するファクター：ⅰ
 追跡装置を用いずに一般市民が同種の
位置情報を取得出来る可能性、ⅱ
 位置情報に対するコントロール
（例えば、情報を完全にコントロールしている訳でなけ
れば、ＧＰＳによる追跡は捜索 該当しない方向に傾く） 、
ⅲ
 感覚の増大
（当該科学技術が単に感覚を増幅しただけのものである
ならば、捜索に該当しない方向に傾く）
、②位置情報の親密さ
（例えば、短期間、ランダムに追跡するのか、長期間突っ込んで
追跡するのかで結論は大きく異なる）
、③政府機関と社会のコストの衡量
（例えば、ＧＰＳは便利であり、法執行機関にとって
非常に有用であるが の無制約な使用に伴う潜在的な社会のコストも大きい
）（（（
（
）
などが提示されている。
第二節
　
情報データベースの保護
一
　
第二章
で検討したアメリカ合衆国の裁判例や、以上のような判断基準は、相対的には情報を取得する時点に重点
が置かれていた。しかし、無人機は取得した画像を蓄積して後方にフィードバックし 更にそれを各種ネットワークを通じて展開する め、 防犯カメラ同様 蓄積されたデータベース
（ＤＢ）
の情報管理という視点が問題となる。この点、
九一
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監視プロセス全体の流れを注視し、情報の保管・利用・提供行為を法的に規律すべきであるとの見解が近時有力に主張されるに至ってい
る
）（（（
（
。この見解は、警察による犯罪捜査・予防において「情報技術」が果たす役割が飛躍的に増大
しており、そこでは個人情報の広汎な取得だけでなく、その組織的・体系的な保存
（データベース化）
や特定のアルゴ
リズムを用いた情報解析
（データマイニング）
が行われるようになっているという現実を背景に、 《強制処分／任意処分》
というコードにおいて語る刑事訴訟法学は、
（容貌・姿態を）
「撮る」 、 或いはせいぜい情報を「取る」という瞬間にフォー
カスしてその正当性を論じて来たために
（取得時中心主義）
、取得後の情報の管理・利用の在り方については饒舌に語
り得なかったところがあ
る
）（（（
（
と捉える。その上で、憲法学において積極的に展開される情報プライヴァシー権論と突き
合わせた上
で
）（（（
（
、ⅰ
 保存や解析行為を後ろに従えた情報取得行為の権利侵害性をどのように見積もるのか、ⅱ
 後続的
情報処理をあくまでも 「取得」 と切り離して考えるのか、 連続して考える か ⅲ
 ⅱにおいて仮に切断戦略を採った時、
保存行為や解析行為は独立した権利侵害を構成するのか等を争点として検討すべきと論じる
）（（（
（
。
二
　
アメリカ合衆国における規律は、データ情報管理よりは撮影時の規律に傾くと指摘される
が
）（（（
（
、しかし、データ管
理を重視する見解も近時有力となっている。アメリカ合衆国 刑事司法におい 、データベースは、一九二〇年頃に犯罪手口をパンチカード方式で纏めたり、一九三〇年
代
）（（（
（
に
ＦＢＩが指紋・毛髪等を収集する過程で形成されて行った
が、一九八〇年代にパーソナル・コンピュータが普及したことで大きな変化が生じ 法執行機関は電子データの保管検索の可能性に気付き、インターネットも活用されるに至って保管能力が一気に高
ま
）（（（
（った。尤も、一九八五年に指紋
のデジタル画像化が可能となったことで国家自動指紋認証制度
（ＡＦＩＳ）
が形成された点などは大きな進歩ではあっ
たも の、こ 時点ではまだ記録を手動で出入力してお データベースの機能は被疑者等 確認 容易なものとす
九二
る程度のものに止まっていたけ
れ
）（（（
（ども、一九九九年に統合自動指紋認証制度
（ＩＡＦＩＳ）
が運用されるに至って従
前のインクとカードによるシステムがデジタル画像に取って代わり、 データの保管・移転・検索が画期的に容易になり、また、遠隔地から記録を直接転送・検索等することが可能となった。同時に、全国犯罪情報センター
（ＮＣＩＣ）
の
データベースの対象範囲も拡大す など、刑事司法におけるデータベースの範囲は拡大の一途を辿り、二〇〇一年九月一一日以降はそ 傾向が更に強まって、多元的な生物測定データベースなどが構築されるに至っているのであ
）（（（
（
る。
かかる動向を踏まえて、デジタル化されたデータの取扱いに関心が寄せ
ら
）（（（
（
れ、合衆国憲法や立法がデータベースの
構築を規律出来るかについて論議 戦わされている。例えば、
Solove
も警察による際限ないデータベースの構築・利
用の危険性に警鐘を鳴らして
る
）（（（
（
。即ち、情報の断片からは大したことが分からなかったとしても、データを結び付
けてデータベースを作成すると元来 孤立したデータが収集された時には当人も予想してい かった新たな事実が明らかになり、個人の肖像画が描 れるようになる。それにはメリットもあるものの、幅広く集約された情報が特定個人と結び付けられるとプライヴァシーの問題が発生 、個々人に対する政府の権能が増大するから社会構造も影響を受け得る等々の問題・リスクが存すると主張するのであ 確か 、情報処理は既 収集されたデータをどのよう扱うかという局面であ これはデータ収集の局面とは異 り セキュリティが不充分であれば情報が虚偽に歪曲される懸念もあるし、データがデータ主体の同意なく、当初 データ収集目的と関係ない目的 二次利用されると う潜在的可能性が存す ならば、対象者は恐怖感
･
不安感・無力感を覚えるであろうし、個人に自己の記録について通
知しなかったり、自身のインプットを認めないというこ になる 、自己の人生 対するコントロールが情報主体から実質的 点で奪われる ことにも
な
）（（（
（
る。それゆえ、かかるデータベースのもたらすリスクについて、個人デー
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タの使用態様に、思慮深く敬意をもって取り扱われるべきであるといった意味のある制約を課すことが必要であるなどとも論じられているので
あ
）（（（
（
る。第三者に任意に開示した情報については情報主体がプライヴァシーの合理的な期待
を主張することは難し という方向に傾くであろうが、デジタル化が進展している現代社会にあっては、Ｗｅｂなどで我々は自己に関する大量の情報を開示しており、これらにプライヴァシー保護の規律が全く及ばなく 良いと解することは相当とは思われない
か
）（（（
（
ら、情報データの管理等の局面に適正な規律を施すことによってバランスを図って行
く方向は妥当なもの 言えよう。
第三節
　
ヨーロッパの動向
一
　
ヨーロッパの動向も注目に値しよう。 ヨーロッパは個人の自律を鍵として、 データ保護に関して積極的なアプロー
チを採って来ており、ＥＵでは個人データの処理・自由な流通に関する個人の保護について原則が定められて る。即ち、一九九五年のＥＵ個人データ保護指令第一条第一項において、データ保護に係る基本的権利の保護及び加盟国間における自由な個人データ流通の保障が示され、また、欧州連合基本権憲章第八条が個人データの保護を権利と明記し、欧州司法裁判所は個人データの処理に関して個人 プライヴァシー 利が保障される点を示し い
る
）（（（
（
。そし
て、そこにおいては、犯罪捜査との関係において、位置デー 等の通信の秘密 保護・プライヴァシー保護 対象となる情報について、法執行目的における個人データの目的外利用を行うと共 、必要情報を 全するための手続が定められてい
る
）（（（
（
。インターネットのインタラクティブな性質から個々人の日々の生活についてのデータが累積している
上に、データ流通の割合と処理力が組み合わさってデータ処理力が激増している う事 を踏まえて、 々のプラ
九四
イヴァシー侵害についての重大なリスクが発生している点が認識されているのである。そして、個人情報保護に加えてネットワークにおけるデータ処理の問題、特に往来データ・位置情報に関心が寄せられて、データ処理の前提となるデータ保有主体の同意適格性などにも議論が及んでいる。また、個人データ保護指令におい は、データ処理に関してデータ管理目的と 関連性・比例性等が求められているが、インタラクティヴ性などインターネット上のデータ収集の特性に鑑みて、単純なデータ保持・管理とデータ処理のための正当な目的との間に食い違いが生じる可能性も指摘されてい
）（（（
（
。
二
　
尤も同時に、同じヨーロッパであるイギリスにおいては、アイルランドの過激派爆弾テロ事件に対する捜査のた
めに、西側諸国で最も監視の度合いが高い公共空間を創出した。そこでは、一九九〇年代以降、公共空間に設置される監視カメラが増大し る
が
）（（（
（
、そのイギリスにおいても、写真撮影やヴィデオ撮影は少なくとも公道上においては
問題とされることはなく、撮影されたデータを保管・利用す 点をデータ保護法
（一九九八年法第四条は、個人データ
について、公正且つ適法に処理すべきとか、一つ以上の特定且つ適法な目的のため 取得されねばならない 確で、必要な場合には最新のものに維持されなければならない、処理目的のために必要以上に長期間保有されてはならないなど八つの原則からなるデータ保護原則を定める）
やヨーロッパ人権規約第八条との関係で裁判所が問題にする構造になってお
り
）（（（
（
、行動監視の
問題と撮影されたデータの管理・利用の問題とに分けて規律されてい
る
）（（（
（
。そして、イギリスの場合、ロンドンにおけ
るテロによって安全保障部門は新たな組織が次の攻撃を仕掛けて来るこ を懸念し、イギリス政府は捜査活動をフォローするため、法執行機関が必要と認 た時に、爆弾元が誰とど ようなコミュニケーション 取っ いるかとう私的なデータを保持するため 新たな手段が取ら るべきであ 旨を欧州評議会議長として提案した。その結果、
九五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
二〇〇六年データ保護指令
（
D
ata R
etention D
irective ）
が制定され、これによって、加盟国は遠距離通信・インター
ネットサービスプロバイダーに、六カ月以上二年以下の期間、一定の形態のデータを保存するように指示することが出来るようになった。イギリスは本指令を、二〇〇七年データ保護
（ＥＣ指令）
規則及び二〇〇七年規則を廃止して
内容を拡張した二 〇九年データ保護
（ＥＣ指令）
規則によって実行し、遠距離通信・インターネット通信をカヴァー
して、加入者・登録ユーザーの名前・アドレス、加入者がサービスにログオン・オフした日時、電子メールのユーザーＩＤの詳細、使用したインターネットサ ビ などについてインタ ネットサービスプロバイダー等に保存要求が可能であるように規定 。ＲＩＰＡ
（
T
he R
egulation of Investigatory P
ow
ers A
ct　
捜査権限法）
が個人のプライヴァ
シー・自律の保護を企図す のに比して、このデータ保護 は 大量監視の形態で大量のデータベースに収集したデータを保存するために、政府が情報社会の力を利用しようという意思を示しているとも評されている。そして、このような関心は、通信能力発達プログラム
（
the C
om
m
unications C
apabilities D
evelopm
ent P
rogram
m
e : C
C
D
P
）
の開始と
通信データ法案
（
the C
om
m
unication D
ata B
ill ）
における提案によって融合しているとも論じられるところである
）（（（
（
。
第四節
　
無人機におけるデータ保護
一
　
そして、無人機に関しても、既に触れたところであるが
（
第一章
など）
、データを統合・融合する手法によって、
多元的な素材を組み合わせてデータを形成することが可能であり、これによって監視能力が増幅されてい
る
）（（（
（
。大型で
公空から見る点は、無人機もＣＣＴＶと同じとも言える
が
）（（（
（
、ただ、小型化とか画像機能が著しい場合、ＣＣＴＶより
も無人機の方が全方位的に見えると言えなくもない。既に触れたように、そもそも公共の場でのヴィデオ メラによ
九六
る監視であっても、以下の三つの場合については修正第四条違反となり得るとも主張されていた。即ち、警察は、ⅰ
 
プライヴァシーの期待がある場所を監視するために、公共の場に設置されてい カメラを用いることは出来ない、ⅱ
 
個人やその所有物を拡大するために、侵襲に該当する程度にズーム・レンズを使用することは出来ない、ⅲ
 不審事
由
（容疑）
なしに大量監視に該当する程度に広範にカメラを用いることは出来ないという主張である。かかる見解が
妥当するならば、同様の場合には無人機による監視もその儘修正第四条に違背し得ることになろう。そして、ＣＣＴＶに関するアメリカ合衆国 判例 おいて現実 争われてい のは、 公共空間からの私的空間の撮影の適否
（ⅰ
 参照）
であるとされ
）（（（
（
が、無人機においては、ⅱ
 や
 ⅲ
 の事例におけるプライヴァシー侵害の恐れもより大きいと考えるこ
とも可能であろう。特に、ＧＰＳと比較しても、無人機は ＧＰＳと同様に対象者に気付かれる恐れは全くなく、しかし、公共空間 おけ 対象者の位置情報の取得に止まらず
に
）（（（
（
容姿情報・動作情報などを取得出
来
）（（（
（
、従って個人情報
としての秘匿性の侵害の程度は高く、プラ 侵害は直接的なものと言い得る。他方、ヴィデオ監視以上に、正確な位置情報が取得可能と言えよう。これらの点を重視するな ば、無人機 は、ＧＰＳやヴィデオによ 監視以上に、相対的に強制処分性が認められるようにも思われる
）（（（
（
。
この点、無人機が公共空間でない私的領域内部それ自体に侵入してこれを監視するということになれば、従前の公
共空間─私的空間を区分する二 法的アプローチによっても強制処分性を肯定出来よう。加えて 純粋な公共空間における無人機の活用につい も、上記で触れたように無人機によって対象者 容姿情報・動作情報などが綿密・正確に取得される。これは 通信傍受のように閉鎖された通信回線 侵襲するものではない 、長期間に亘って追跡・監視されることによって取得される個人情報は膨大になると言えよ
う
）（（（
（
。この点を重視するならば、個人の生活の至る所
九七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
に政府・国家機関が遍在し、個人のプライヴァシーが大きく侵害されるとも解し得るのである
）（（（
（
。
二
　
かかるプライバシーの侵害の可能性について、一種の不安感のようなものに過ぎず、この不安による萎縮効果も
考慮されるべきものではあるものの かかる効果は、自らが捜査対象となったこ それ自体によっても生じ得るから、無人機の話に限定される訳ではないとも考え得
る
）（（（
（
。しかし、単に捜査対象となったことによる不安感と膨大な情報を
秘匿されること よる不安感とを直ちに同視出来るかについては慎重な留保が必要と考える。 そ て、 プライヴァシーの内実には、政府に介入されずに放っておかれたいという権利の他に、自己の情報をコントロールする権利・自己決定の権利などが存していた
（第二章第二節第一款など参照）
が
）（（（
（
、 膨大な情報を秘匿されるという点は、 自己情報コントロー
ル権を侵害し得るであろう
し
）（（（
（
、自己決定権という点については、捜査機関による相当強い働き掛けがない限り、被疑
者の自己決定 にインパクトが与えられる余地は必ずしも高くないと言い得るかも知れないが、全く否定することも困難ではあろう
）（（（
（
。
この点、無人機による精密・継続的で膨大な情報の集積については、データの保管・管理の次元で規制すれば自己
情報コントロールの懸念は回避出来るかも知れない。そして、データ保管・管理の次元での規制が適正に行われるのであれば、不安感とか 律・自己決定侵害の側面も緩和され、データ収集行為それ自体の侵害性についても軽減さると考えることも或いは可能かも知れな
い
）（（（
（
。しかし、問題は、そのデータ収集の局面を、所謂プライヴァシーの侵害
と、 「令状の事前提示を行うことで対象者 知られずに秘かに監視することが出来なくなるこ を回避す
る
）（（（
（
」
等とい
う捜査の必要性とを衡量するこ で解決して良いのかという点であろ
う
）（（（
（
。この問題を解決するのに、一方で無人機に
対して令状 ような歯止めが必須となるかが問わ る である
）（（（
（
。
九八
確かに、無人機の情報収集能力等に対する不安感は大きい。上空から個人を継続的に監視することによって、対象
者個人の全体像を示すような重要且つ微妙な個人情報も収集され得るから、支配・管理されているという精神的不安感が増大し、個人の精神的な安らぎ・自律性を大きく脅かすと言えよう。ただ この点に対しては、無人機が収集している、かかる個人情報につき、対象者が確認・閲覧出来る権利、情報の追加・削除・訂正、利用停止等を請求出来る権利など 相当程度担保されているということが周知されることによって、当該不安感を相当程度払拭するこ は可能であろう。我が国においても、監視カメラを例に取って、その問題点は、見られて恥ずかしい所を映 プライドが傷付いたのでプライヴァシー権侵害であるとするレヴェルの話もあるけれども 現代においては寧ろそれよりも、かかる情報を検索・集約されて独り歩きさせられるなどして勝手な人物像を作られ しまうとか、多くの国民がまるで犯罪の嫌疑が る人と同じように監視 、集約されたデータが簡単に警察等 提供されてしまうといった濫用可能性こそが新たに生じて来た大きな問題であろうと指摘 て
い
）（（（
（
る
点は示唆に富む。既に紹介した見解とも重な
るが、プライヴァシー侵害において最も問題である部分は何 か 詰め、そこ迄でない領域も無論保護するこが望ましいけれど そ 部分 つ は捜査の必要性との衡量を許容するアプローチは、捜査の必要性とプライバシーの保護とのバ ンス判断を進めるものとして妥当な方向性を有するもの 考
）（（（
（える。そして、 上記不安感の払拭は、
裁判の場で個々に解決されるよりも、立法を通じて令状を要求する方が効果 に実現されること 確かであろ
う
）（（（
（
。但
し、この点は必ずしも令状によらずと や内規によって、かか 監視 行ったことを報告させ、上記のような自己情報のコントロール 関する権利を明定しておくこ で 相 程度は充足され とは言えよう
）（（（
（
。
三
　
この点、街頭防犯カメラの法的規制に関して、伝統的な「一人で放っておいて貰う権利」乃至そのヴァリエー
九九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
ションとしての「公共空間における匿名性の利益」 、或いは「社会的評価からの自由」といったプライヴァシー概念は、主として防犯カメラの設置・利用の妥当性という側面
（取得中心基準）
に関わり、これに対して、 「情報コント
ロール権」 のプライヴァシー概念は、撮影データの取扱いの妥当性としての側面
（管理・利用中心基準）
に関わ
ると整理する見
解
）（（（
（
が注目される。無人機の場合は、行政警察活動における許容限界の側面よりも、追跡監視といった
犯罪捜査の側面で活用されることが多いであろうが 公道上など公共空間において追跡する限りにおいては、その監視・データ収集行為自体は任意捜査 して、捜査の必要性等との衡量によって相当性を判断し、継続的監視による累積された の活用 データ保管等 問題として別途配慮すれば足りるという考え方もあり得るところであろう。情報プライヴァシー権 論者によれば、同権利は、個人について 情報 ①取得収集 ②保有及び③利用の各局面に応じて問題となり、不当に自己に関する情報を取得収集されないという自由権 側面のみならず請求権と て 側面をも有することに ると整理されてお
り
）（（（
（
、 「情報コントロール権」が撮影データの管理・利用のみに関わるかは論者
によって見解が分かれ、更に検討を要しよう
が
）（（（
（
、取得時におけるコントロール迄は完全に担保しなくとも
（ 「対象者が
公共空間に存在した」という点はオープンにせざるを得ない）
、取得後における情報コントロールは保護するという形で監
視対象者のプライヴァシーの保護を図る意義は充分 あ ように思われ
る
）（（（
（
。具体的には、例えば、無人機による監視
目的を特定し、データ収集の場所・日時・期間その他収集されたデータについて記録し、且つアップデートさせ それらをウェブサイトなどの形で一般に告知して 証可能な形にす
る
）（（（
（
、遂行中の捜査と関係ないデータ等は三〇日以内
に消去しなければならない、法執行機関はプライヴァシーポリシー・規則を公表
す
）（（（
（
る
といった旨を法律に定めること
などが考え れよう。
一〇〇
第五節
　
立法府・司法府による規律
）（（（
（
一
　
上記で触れたように、赤外線画像化装置を搭載した無人機が家屋内部を観察するような場合は、合衆国の裁判例
法理によれば捜索に該当して令状が必要である。我が国の場合でも、かかる事例で検証に該当するか捜索に該当するかは議論があり得よう
が
）（（（
（
、強制処分に該当すると捉えることに異論は少ないであろう。他方、公共空間において無人
機を活用する場合、
第四節
で触れたように写真撮影については任意処分とし、任意捜査において許容される限界の枠
組みで検討することがまず考えられよう。しかし、そこで得られた撮影データという情報の規制についてはどのように考えるべきであろうか。撮影データが個人を識別することが可能で個人情報に該当する場合には個人情報保護法で規律することが可能であ 、個人情報 ない場合には、如何なる規律を行うべきかが問題となる
）（（（
（
。
二
　
この点、例えば、合衆国におけるプライヴァシーの合理的期待の判断には、主流的な社会政策を勘案すべきとこ
ろが大きいから、高度科学技術が市民のプライヴァシーの権利に与え インパクトを判断する際には 立法に委ねるべきと考える見解もあ
（科学技術の発達を充分に学ぶ時間的余裕が裁判官にないということも指摘され
る
）（（（
（
）。ただ、他方、
議会
（立法府）
は、裁判所
（司法府）
よりも科学技術の発達に素早く反応し得るかも知れないが、一旦立法が通過する
と再度それを省みると う傾向は強くなく、関心のスパンが短いとも評される。その点 、裁判所の見解と同様に科学技術の急速な進歩につ て行けなくなる傾向 あるとも捉えられ得る であ また、裁判所による規律は、法的問題について当事者が議論し、中立の裁定者が是非を判断するという過程を繰り返すことによって最善の法的 決を得られるという擬制の上に成り立っ いるが、 の領域 おいてプライヴァシーの問題 決定権限を立 者
一〇一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
のみに委ねてしまうと、かかる議論・裁定の過程が失われることになるとの評価も存する。更に、高度科学技術によって提起されるプライヴァシーの問題の多くについては議会レヴェルにおいて議論が余り生じないため、反対説を顧慮しない儘 、困難で論争的な選択を先送りにして安易な選択を行う傾向があり、高度科学技術におけるプライヴァシーの問題を立法府だけに委ねることは市民の権利を減じる結果となる いう指摘もなされてい その点で、裁判所のチェックを経ない儘に議会のみに委ね と、法執行機関に対する規律が緩 ものになるということも考えられるし、また、議会は裁判所
（合衆国の場合は連邦最高裁や下級審）
の判断を参照しているから、プライヴァシーについ
ての判断権者を議会のみに限定すべきと考えることは、この点でも得策とは言えないとも考えられ得る。三
　
このような情況からは、発達する科学技術を扱うのに、議会・裁判所いずれが最も適合的かという点について明
快な回答は存しないと言い得よう。既に触れた点とも重なるが
（
第二章第二節
など）
、裁判所は、事案判断という回顧
的性質のために、発達する科学技術への反応は遅くなる傾向があり 一方 議会は立法を迅速に通過させること より、科学技術の進歩に素早く対応出来る能力を有してい
る
）（（（
（
。尤も、熟議されたとは限らず拙速かも知れないし、立法
者は短期 スパンで物を見、長期的視野に欠けるところがある 論じられることもあ
る
）（（（
（
。従って、科学技術に関する
プライヴァシーの分野について 議会・裁判所いずれか 択一的に判断を委ね のではなく、相互のチェック・アンド・バ ンスを前提としつつ、議会・裁判所が各々得意とする切り口で粛々と判断を行って行 ことが相当とも言えるところであ
る
）（（（
（
。一方で、社会の期待というものを正確に評価することについて裁判所は誤ることがあり、社会の合
理的期待の判断は社会政策的要素を伴い、そこでは議会の役割が反映される以上、社 プライヴァシーへの期待に科学技術がど ように関わるかを判断するに当たって がプライヴァシーへの関心と科学技術 発達が社会に与
一〇二
える利益
（無人機による捜査能力の向上がもたらす安全の増大といった利益）
との間に適正なバランスを設定して大枠の見
取り図を示すことが望ましく、このように新しい技術に議会が対処する方法に裁判所は目を向けるべきであるとも言えよう。立法事実・立法の際に前提となる証拠、各州の立法動向などはプライバシーの社会的期待を判断するための資料となり
得
）（（（
（
、議会の見解に常に依拠する必要はないけれども、かかるアプローチによって、裁判所は修正第四条に
関わる社会のプライヴァシーの期待をより正確に評価することが可能となる。他方で、裁判法理の発展 斟酌することによって、議会も新たな電子監視手段 規律する法規を制定すべく促されることになろうから、かかる観点で議会・裁判所間の交流が深まるとも言える。また、我が国において、国会は、提示 れた議題を多様な視点から検討する作業には向いていても 検討すべき議題を設定すること自体には必ずしも向いていないと論じられることもあ
り
）（（（
（
、具体
的な争いの中で個人の権利義務の存否について認識が一致しない場合などにお は、まずは裁判所が問題提起を行うことが必要とされること あろう。このように、一方で判例による法形成のメリットを保持しつつ
（或いは裁判所の
規律による方 実り 大きい領域を見極めつ
）（（（
（
つ）
、議会の貴重な洞察をも取り込んで合衆国憲法修正第四条や日本国憲法第
三五条等の分析を行うことによっ 、議会と裁判所との対話、健全な抑制と均衡が保たれるという点は、彼我の差異はあろうが、合衆国のみならず我が国においても妥当し得 ように思われ
る
）（（（
（
。この点、アメリカ合衆国においては、
立法府
（国会）
と行政府
（大統領）
の権限が明確に分離されており、委員会中心に国会審議が行われる側面が強いもの
の、議長権限の強化も図られ、国民の幅広 民意・争点を汲み上げて応接しつつ、議会自らが立法 行う 傾向が強
い
）（（（
（
が、我が国においては、国会は自らが立法することよりも、内閣提出法案の修正や成立阻止、与党・政府の疑
惑・腐敗 糾弾に主な任務を見出している面が強いため 法案提出は主 して内閣に委ね、国会では与野党が争点
一〇三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
を明示して討議を重ね、次期選挙で国民の支持獲得を目指す方向性
（所謂「アリーナ議会」 ）
の方が適合的であるとい
う見解も有力に主張されている。その場合は内閣がアクション・プランを提示して行くことになろ
う
）（（（
（
が、そこにおい
ても具体的事例・判決が立法の契機となること あり、議会・内閣が裁判所と健全な対話を行うことの意義は否定されないであろう
）（（（
（
。
四
　
尤も、アメリカ合衆国における立法と比較すれば、我が国の立法過程は相対的には中長期的視野を有していると
も言い得るかも知れず、そうであるのならば、議会
（更に内
閣
）（（（
（
）
に問題の解決を委ねるという選択肢も可能かも知れ
な
い
）（（（
（
。また、アメリカ合衆国の方が立法の数が多いと考えられるのであれば、我が国において、立法府における社会
的期待の検討内容を裁判所が参照することにも限界が大きいかも知れない。このように考えるならば、立法府
（更に
内閣）
と裁判所の抑制と均衡は我が国において必ずしも容易ではなく、高度科学技術におけるプライヴァシーの合理
的期待の評価は、我が国においては合衆国以上に議会
（更に内閣）
にこそ任せるべきという考え方もあり得よう。例
えば、当該合理的期待の評価 際し 、プライヴァシーを保護しつつ無人機による監視の生み出す効用を最大化するような政策判断が求められ、そのために 政府・捜査機関 よる監視が浸透している諸国の動向をも比較検討する必要があろうが、かかる考察は議会・内閣により適合的に 思え 。しか 他方で、中央集権体制下において我が国の最高裁判例の実務に対する浸透力は極めて高いと 言われており、また、議会・内閣いず であるにせ 、重要争点の提起に際して裁判所の判断を参酌しつつ論点を詰めて法案提言を行うことがある点などを踏まえるならば、少なくとも事案に則した解決を踏まえた論点の明確化などの点では、高度科学技術におけるプライヴァシーに関する判断を裁判所に委ねる点に一定 メリットを認 ることは可能と言えよ
）（（（
（
。
一〇四
五
　
以上の議論は必ずしもデータ情報管理の局面に焦点を当てたものではないが、これらに照らして、無人機によっ
て取得された撮影データの情報管理について、一次的には個人情報保護法のような立法に委ねることが本則と言えるが、個人情報に該当せず、立法が制定されて ない領域においては、個人情報保護法等の趣旨に則った内規によって規律
す
）（（（
（
る
ことと同時に、任意捜査としての限界枠組みに基づいて裁判所によって規律を図ることも検討に値しよ
う
）（（（
（
。
かかるアプローチには異論も存するも
の
）（（（
（
、立法の内容が固まらない段階において、判例による法形成を促
す
）（（（
（
ことで
論点を設定し、議会における熟議に繋げて行くことには相応の意義があるものと思われる。
また、以上のような立法府と司法府の関係は、無人機による撮影行為に対する規律の局面にも妥当することは言う
迄もない。
（
268）「技本が取組んできた道のり！無人機の時代を見据えて」 『防衛技術ジャーナル』二〇一〇年六月号（防衛技術協会）二─三頁、坪田敦・前掲書『ステルス戦闘機と軍用ＵＡＶ』一八三頁以下、兵頭二十八・前掲書『 「グリーンミリテク」が日本を生き返らせる！』一九〇頁以下など。既に、一九六〇年代には、海上自衛隊はアメリカ合衆国海軍に倣い、無人対潜ヘリコプターＱＨ
─
50ＤＡＳＨを導入して艦上で運用していた。
猶、江畑謙介・前掲書『日本の防衛戦略』三三三─四頁は、イラクのサマーワに持って行った富士重工製（開発・防衛省
技術研究本部）警戒監視用のヘリコプター型遠隔操縦観測システムは大掛かりなものであり、民生品であるヤマハのＲ
─ＭＡ
Ｘの方が二─三人で取り扱えて柔軟であったと評していた。
（
269）無人機とは異なるが、我が国でも独自に災害用ロボットの開発が続けられて来た。その契機となった事件が一九九五年の地下鉄サリン事件であったと指摘される。阿部拓磨・前掲書「原発事故調査とＵＧＶ／ＵＡＶの群制御」一九七頁など。因みに、原子力発電所現場の作業ロボットについては（建屋内部の情況もロボットによる撮影が極めて有効であったとされ 。例えば、伊藤哲朗『国家の危機管理』 ［平成二六年
　
ぎょうせい］九五頁など） 、我が国においても数十年前に「極限環境ロ
一〇五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
ボット」という産官学連合の大プロジェクトが成果を上げていたが、プロジェクト終了後に研究チームは解散していた。立花隆『立花隆の本棚』 （平成
25
年
　
中央公論新社）八二頁など。
（
270）別冊宝島編集部編『これが自衛隊の新世代兵器だ』 （平成二四年
　
宝島社）四一頁など。
（
271）坪田敦・前掲書『ステルス戦闘機と軍用ＵＡＶ』一六八─九頁など。
（
272）アメリカ合衆国では通信インフラが発達していて、常にデータをリンクさせられるが、我が国では電波環境が悪く、長距離を飛ばせないという事情も指摘されている。前掲・ 「ＵＡＶ座談会〜日本ＵＡＶの将来に向けて〜」九八頁［岩田拡也］ 。
（
273）別冊宝島編集部編 これが自衛隊の新世代兵器だ 四〇─二頁。
また、
はじめに
でも触れたように、平成二四年八月に開催された森本敏防衛相（当時）とバネッタ国防長官の日米防衛相
会議では、日米が無人機に関する協力を行うことが明らかにされている。
（
274）上空からの調査においてグローバルホークが力を発揮したのは たに搭載された最新の軍事情報収集機能よりも、従前から搭載されていた高精度のカメラ・施設内の温度を正確に検知する赤外線熱感知センサー・放射性物質の危険性により有人機では侵入不能なエリア 行出来た 無人機特有の能力によるところが大きかったという。阿部拓磨「福島原発で『戦う』新世代軍事ロボット」 『軍事研究』二〇一一年一二月号八一─二頁。
（
275）平成二三年三月一一日に発生した東北地方太平洋沖大地震（東日本大震災） 被災地や原発火災現場 画像 を入手する方法としては、衛星と航空機による方法とが考えられ、前者 面では我が国の情報収集衛星（光学）と民間観測衛星による撮影が行われており、後者の面では各種自衛隊ヘリ・航空自衛隊の戦闘機・海上自衛隊のＰ
─
3Ｃ哨戒機によるカメラ撮影
が実施されたであろうが、衛星では速い周回スピードと限られた搭載燃料のため、数十時間に亘るような長いタームの観測は出来ず、また、自衛隊 長時間滞空能力を有する 偵察機を保有していなかった（ 「日本の国家的危機を画像撮影する次世代有人・無人偵察機の開発」 『 研究』二〇一一年五月号一二四頁など） 。そこで、我が国政府の要請により、上記太平洋沖大地震とそれに伴う津波被害の情況の観測の め、アメリカ合衆国は 有人機であるロッキード・マーチンＵ
─
2Ｓドラ
ゴンレディ高々度偵察機（韓国オサン基地）に加えて無人機であるノースロップ・グラマンＲＱ
─
4Ｂグローバルホークをグ
アム島のアンダーセン空軍基地より飛行させた。
（
276）東日本大震災に際して、我が国は諸外国からの救援物資や救助チームの支援を受けた。特に米軍は兵力約一八〇〇〇名
一〇六
原子力空母等の艦艇二〇隻、航空機一四〇機を投入し、陸・海・空・海兵隊の共同作戦（
O
peration T
om
odachi ）を展開し、
自衛隊と共同して災害救助に当たった。また、放射能事故対応のＣＢＲＮＥ専門部隊も我が国に進出して待機した。反面、本震災の教訓として、自衛隊の海上輸送能力の決定的な不足、無人偵察機と放射能防護装備の弱体等が今後の改善課題として残された である。飯田耕司『国防の危機管理と軍事ＯＲ』 （平成二三年
　
三恵社）五四頁など。尤も、上で触れたよう
に、政府は平成二二年一二月一七日に閣議決定した次期中期防において、 「無人機を含む新たな各種技術動向等を踏まえ、広域における総合的な警戒監視態勢の在り方 ついて検討する」方針を決め おり、震災が起こる前から無人偵察機導入 可否を検討することは決まっていたという。石川潤一・前掲「唯一の高高度無人偵察機ＲＱ
─
4グローバルホーク」六七頁な
ど。
（
277）平成二五年八月一八日付毎日新聞朝刊。中国・北朝鮮に対する警戒・監視能力向上が急務であるとして、民主党政権が検討していたグローバルホーク導入に関す 当初 予定を前倒しで実施するという。
（
278）我が国は、アメリカ合衆国が無人機の発展を抑えていた一九七〇年代─八〇年代に、無人機の有用性を認識していた国の一つであった。そして、我が国の無人機の発展の特徴として、軍事的利用のみならず、農薬散布の領域にも及んでいたことが興味深い特徴として指摘されてい 。我が国における無人機について 技術研究は第二次世界大戦時に遡り、一九七〇年代に富士重工によっ 研究が再度深まり、軍事用・民間用両方 目的で広範囲に発展が始まった その後、今世紀においても、我が国は無人機への商業的な適応の面では最も 功した部類に属していて、民間無人機 市場は最高レヴェルであり、農業・科学的観測用のヘリコプター・回転翼航空機の市場が特に大きい されて る。
See e.g., M
ark E
dw
ard P
eterson,
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（
279）前掲・ 「ＵＡＶ座談会〜日本ＵＡＶの将来に向けて〜」九八頁以下。
（
280）
See e.g., G
eoffrey C
hristopher R
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─
5.  ＦＢＩは既に二〇〇六年以降、時々、無人機を国内監視用に無令状で用いて来た
一〇七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
という。
See e.g., B
randon N
agy, “W
hy T
hey C
an W
atch Y
ou: A
ssessing the C
onstitutionality of W
arrantless U
nm
anned 
A
erial Surveillance by L
aw
 E
nforcem
ent ” 29 B
erkeley T
ech. L
.J. 135, 139 （
2014 ）.
（
281）区分については、山本龍彦・前掲「プライバシーの権利」八〇頁以下、前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座
談会］ 」九一頁以下などを主として参考にした。
（
282）末延三次「英米法における秘密の保護」戒能通孝・伊藤正己・前掲書『プライヴァシー研究』四三頁以下［初出
　
昭和一〇
年］ 。
（
283）例えば、石井夏生利・前掲書『個人情報 法の理念と現代的展開』二〇 頁、竹中勲「プライヴァシーの権利」大石眞・石川健治編『憲法の争点』 （平成二〇年
　
有斐閣）九八頁など。
（
284）プライヴァシーの権利に関する最初の高裁判決（大阪高判昭和三九年五月三〇日判時三八一号一七頁）がこれより四か月前に出されており、 対公権力に関する事案であったが、 相対的には注目されなかったとされる。竹中勲・前掲「プライヴァシーの権利」九八頁など。
伊藤正己・前掲書『プライバシーの権利』一頁以下は、─「宴のあと」事件は、プライヴァシーの権利という新しい内容
を持つ権利を我が国の法のうちに成熟させる見地から見る時には、必ずしも適切な事件であるとは思わないとしつつ、─プライヴァシーの権利 法的救済を受け得るものとして成熟す ためには、人間関係の非人格化という情況によって私生活の尊重が要求されることに加えて、社会的条件として、①通信や交通その他の技術が著しい発展を遂げ、社会が時間的・空間的に狭くなって、人間の人格へ 侵害に対しても法が注目せざるを得なくなったこと、②現代の企業組織が貪欲な迄に営利を追求する結果、個人 私事を保護する必要が増大したこ 、③事実の報道、思想や感情の伝達のための手段の規模が拡大したこと等を掲げ、昭和三〇年代後半の日本 上記前提条件を満たしてい と述べていた。また、鴨良弼『刑事訴訟法の基本理念』 （昭和六〇年
　
九州大学出版会）七四頁以下も、第二次世界大戦後の新法制の影響、著しい経済発達、文化の基
本条件の飛躍的発展、労働事情の多角化、人口 都市集中・過密化といった現象がホモジニアス的な社会構成 存在を否定する強い要因となり、 プライヴァシーに関する意識についても、 旧法制下のよ な「些細な出来事」 「我慢 できること」 、 「社会に迷惑をかけること」といった意識が著しく後退し、代わっ 個人の自由 とって「看過の出来ない 」 「侵害に対して救済を要求すること」といった意識が強く台頭する 至ったと分析する。
一〇八
（
285）猶、稻谷龍彦「刑事手続におけるプライバシー保護（一） 」 『法学論叢』第一六九巻第一号一四─五頁は、アメリカ合衆国においては原則として私的領域外におけるプライヴァシーに刑事手続上特別の保護が与えられるとは考えられて来なかったのに比して、我が国最高裁は公的領域におけるプライヴァシー保護に積極的姿勢を示して来たと言えると評する。
（
286）議論情況として、前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」一〇五頁［宍戸常寿・阪本昌成］ 。
（
287）コンピュータ化の進展に伴う、プライヴァシー権を巡る当時の我が国の議論情況については、堀部政男『プライバシーと高度情報化社会』 （昭和六三年
　
岩波書店）四六頁以下など参照。但し、プライヴァシーの権利はアメリカ合衆国では妊娠中
絶・延命治療拒否のように自己決定権として広く使われるようになるが、我が国では、私生活という概念の非有用性（護るべき領域の外延を明確 画することも、内包を詳らかにすることも出来なかった）から、アメリカ合衆国のような捉え方されずに個人情報に限定されて展開して行ったとも把握される。渋谷秀樹『憲法』 （平成一九年
　
有斐閣）三六五頁。
（
288）源泉徴収をされてもプライヴァシーの権利侵害とは言わないように、一人で居らせて貰えない場合にしてプライヴァシーの喪失とは言えない例が多く考えられ得 とする。
（
289）第二次世界大戦以降の現代政府の行政と効果的な計画立案は膨大な情報収集と処理能力を必要とし、また、盗聴器や心理学的技巧など調査方法が大戦後に従前と比較出来ない程精巧 なるなどの変化が生じた。そして、かかる国民の に対する政府の関心乃至監視の増大、個人 関する情報収集・処理能力の技術的進歩及び公的領域の拡大に伴う政府 対する個人の依存の増大が個人の生活にもたらすかも知れない無気味な予感が背景に存していたとされる。佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』二八〇頁以下［初出昭和四五年］ 、四二九頁［初出昭和五五年］ 。
（
290）佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』二五九頁以下［初出昭和四五年］ 、四三五頁以下［初出昭和五五年］ 、四四〇頁以下［初出昭和五六年］ 。
（
291）阪本昌成・前掲書 『プライヴァシー権論 九頁、 一九三─四頁。 人格中心主義によるのでなく 他者から 評価を視点にアプローチし、プライヴァシー利益を「評価の対象となることのない生活状況または人間関係が確保される状態 対す 正当な要求または主張」と定義し、プライヴァシー権とはそ 内で法的保護に値する利益を言うと述べる。
（
292）棟居快行『人権論の新構成』 （平成四年
　
信山社［平成二〇年第
一版改版新装］ ）一七三頁以下、一九二頁、棟居快行「公
共空間とプライバシー」 『岩波講座
　
憲法
2　
人権論の新展開』 （平成一九年
　
岩波書店）二二四頁［固定的領域的な「私生
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活」の保護でなく、単なるデータとしての「情報」のコントロール権でもないところの、個人がそのセンシティヴなものを含み得る個人情報を相手に応じて選択的に開示し得ることの保障こそが、プライヴァシー権の意味に他ならないとする］ 、棟居快行「情報化社会と個人情報保護」棟居快行『憲法学の可能性』 （平成二四年
　
信山社［初出
　
平成一四年］ ）三〇九─
 
一〇頁［情報化社会においては個人の内面に思想や世界観が潜んでいる訳ではなく、寧ろ個人がネット上で曝け出す一つ一つの情報が思想や世界観の一旦を示している。そして、分業・相互依存が進んだ現代社会においては、近代の自閉的な「個人の自律」は不可能で、 は多様な社会関係に身を置きながら、それぞれの社会関係毎に様々な役割を分担し、無数の情報の中から自分の役割分担に必要なものを選択・加工・再発信することによって自らのイメージ形成を企てている。ここにおいては、プライヴァシー権とは上記のような ト ルな姿を当人だけが把握し、自己イメージの一貫性 なさに悩んだり、自我 統一性を取り戻すべく思考を深めたりするための防波堤なのである 述べる］ 。曽我部真裕『反論 と表現の自由』 （平成二五年
　
有斐閣）二二五頁は、自己イメージコントロール権説によれば、第三者がある社会的関係における本人
のイメージを別の関係に持ち込むような行為はプライヴァシー侵害となるが 個別 社会的関係において自己イメージを形成する過程については保護の対象外である（他方、人 人格が誤って社会的に表象されることから 保護に関わる権利である「自己像の同一性に対する権利」は、後者の文脈に関わる）と捉え 。
（
293）これに対して、佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』四八三頁以下［初出平成八年］は、現代社会において特にプライヴァシーの権利が問題とされる 社会の巨大・複雑 と情報技術の飛躍的発展 関連 、自己情報 我々の思 を超えて他者によって収集され、利用乃至流布せしめられている では か いう不安が発生 い からであり、この下に、個人が自律的存在として人格的統一を図る上で必要な道徳的・良心的決定過程 保全す ため 不可欠のも るゆえに、人が社会にあって猶自律的存在として生きる上で通常必要と われ 種類・範囲 自己情報を一般 可能と思われる方法を通じて実効的 コントロールしよう するものがプライヴァシーの権利であるとし、記述的概念である筈のプライヴァシーそのものを、他者の評価の対象になることのない生活状況また 人間関係が確保されている状態と捉えること は疑問を覚えるとする。また、自己イメ ジのコントロ ルの喪失 公表 文脈においてのみ生じると考えるべき必然性は く 個情報の収集・利用等の文脈でも生じ得るも であっ 、結局自己 メージのコントロール プライヴァシー権行使の一つ効果・機能に過ぎないと述べる。また、自己イメージ コントロール等も、結局、自己情報の開示・非開示、開示す 場合
一一〇
についてはその内容について相手に応じて自分が決定する点に核心部分があり、自己情報のコントロールという定義の中に吸収出来ると捉える見解として、渋谷秀樹・前掲書『憲法』三六七頁。猶、前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバ
シー［座談会］ 」一一四頁［宍戸常寿］は、インターネット上で自分をこういう人間であると見せたいという問題をプライヴァ の中に取り込む は概念的に少し無理が来 いるのではないか、自分と 表現を発信する人の属性を表現の自由の中に取り込んで行くか、 般的人格権の中の自己描写の 由・権利 りとして、プライヴァシーから独立に考えた方が良いのではないかと述べる。
（
294）椎橋隆幸・前掲「捜査の科学化」八六頁。鴨良弼・前掲書『刑事訴訟法の基本理念』八〇頁以下は、①生活利益の固守のファクター（外部からの干渉を排除するため、個人 生活に「ゼロ関係」といった枠を設ける）と②「生活利益の分配」のファクター（ 「ゼロ関係」を超えて自己に専属する生活利益を外部の者に分配する可能性は個人の自由であるとする）が互いに作用し合って、個人のプライヴァシーの利益が構成されると分析する。猶、一人で居させて貰いた 権利と情報プライヴァシー権を分けて考えるべきか包括的 考えるべきかについ の議論情況として 前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プ
ライバシー［座談会］ 」一〇〇─四頁［大沢秀介・山本龍彦］ 。
（
295）そもそもアメリカ合衆国における修正第四条を巡る議論自体、プライヴァシーの多義的性格という点を反映してか、 「一人で放っておいて貰う 利」 「自己情報コントロール権」 いう私人間 強く関わる（特に 者）議論と、修正第四条に関連するような公権力の統制問題の議論とは必ずしも対応して なかっ （
第二章
参照。猶、佐藤幸治「プライヴァシーの権利
（その公法的側面）の憲法論的考察」のヘッドラインは「その公法的側面」であって、全ての法領域においてプライヴァシー権とは自己情報コントロール権だと言おうとしたも ではなかったとも指摘され 。前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プ
ライバシー［座談会］ 」九三頁［阪本昌成］ ） 。
（
296）
第二章をも参照。
（
297）自己情報コントロール権は自分で自分の情報をコントロールする利益を保護するものであるが、データベースは不可視であるからデータベース社会やネットワーク社会では現実には自己情報のコントロールが不可能となり、自己情報コントロル権は監視機関が設置されているか等のシステム・コントロールへと内実を変化させて行くと捉えられる。前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」一一三頁［山本龍彦］ 。
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（
298）そもそもプライヴァシーという語自体を最高裁が使い出したのが一九九五年頃からとされ（指紋押捺拒否に関する最高裁平成七年一二月一五日判決・刑集四九巻一〇号八四二頁において、 「個人の私生活あるいはプライバシーが侵害される危険性がある」と言及された） 、その理由としては、従前プライヴァシー権に関する定義上の一致が見られなかったところ（佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』四〇九頁［初出平成八年］は、プライヴァシー概念が不明確であることや請求権という積極的側面があるためにどこ迄関わらなければならないか分からないという恐れがあるがゆえに、裁判所は具体的事案の中で法的に保護に値す か否かを個別的に判断して行くという道を選択しているのではないかと述べる） 、自己決定権的なもの 我が国でプライヴァシーの内容から切り離されたことがクリアになり、 「私生活上の自由」 してお茶を濁す必要がなく点などが掲げられてい 。前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」一〇三頁［川口令和・山本龍彦］ 。
（
299）行政機関が住民基本台帳ネットワークシステムにより住民の個人情報を収集・管理・利用することは憲法第一三条の保障するプライヴァシー権その他の人格権を違法に侵害する等と主張して、住民らが、住民台帳から妨害排除請求として住民票コードの削除を求めた事案で、最高裁は、プライヴァシー権侵害を否定し、セキュリティ つ 住基ネットのシステム上の欠陥等により外部から不当 アクセスさせるなどして本人確認情報 容易に漏えいする具体的な危険はないこと、受領者による本人確認情報の目 外利用又は本 確認情報に関する秘密の漏えい等は 懲戒処分又は刑罰をもって禁止され いること、住基法は、都道府県に本人確認情報 保護 関する審議会を、指定情報処理機関に本人確認情報保護委員会を設置すること して、本人確認情報の適切な取扱いを担 するための制度的措置を講じていること どに照らせば、住基ネットにシステム技術 又は法制度上の不備 あり、そのために本人確認情報が 令 根拠に基づ ずに又は正当な行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具体的な危険が生じてい いうこともできな 」旨述べてい 。
（
300）上記の通り、住基ネットのシステム上の欠陥等により外部から不当にアクセスされる等して本人確認情報が容易に漏洩する具体的な危険はないこと、受領者による本人確認情報の目的外利用又は本人確認情報に関する秘密の漏洩等は懲戒処分又は刑罰をもって禁止され いること、住基法は、都道府県に本人確認情報の保護 審議会を、指定情報処理機関に本人確認情報保護委員会を設置すること して 本人確認情報の適切 取扱を担保するための制度的措置 講じ いることどがチェックされており、かかる点で住基ネットシステム 構造を重視し と捉え 。山 龍彦「住基ネットの合憲性」長谷部泰男・石川健治・宍戸常寿『憲法判例百選
　
Ⅰ［第
6版］ 』 （平成二五年
　
有斐閣）四七頁など。そして、このような構
一一二
造的な問題の審査については、裁判所で争うという権利保障イメージよりも、政策立案過程で憲法の議論をして行く方が効果的であり、裁判所の能力の制約を考えるとその審査は限定的となるとの指摘 見られる。前掲「日本国憲法研究
　
第一〇
回・プライバシー［座談会］ 」一一五─六頁［川岸令和・大沢秀介］ 。
（
301）山本龍彦・前掲「プライバシーの権利」八二頁以下、八四頁、八六頁。宍戸常寿『憲法解釈論の応用と展開
　
第
2版』 （平
成二六年
　
日本評論社）二三頁も、住基ネット判決において、プライヴァシー権の要請は、個人の私的な領域への侵害とい
う主観面を超えて、住基ネットというデータベースの「管理・利用」が適正かどうか いう客観的な側面迄広げられていると考えられると捉える。
（
302）議論情況として、前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」一〇五頁以下。同一〇六頁［山本龍彦］
も、取得時中心主義の京都府学連事件判決が生き続けていることを認めた上で、だからこそ、情報 保存や管理のあり方、システムの構造迄レビューした住基ネット事件判決の異質性が際立つようにも思うと述べる。その他、最高裁は、私生活の平穏の保護・私生活の秘匿（私事を公開・開示されない自由）を重視する伝統的プライヴァシー概念と自己情報コントロール権説とを連関するよ に折り合いを付けていると指摘するものとして 例えば、山本龍彦・前掲「住基ネットの合憲性」四七頁、棟居快行「講演会参加者リストの提出とプライバシー侵害」長谷部泰男・石川健治・宍戸常寿・前掲書『憲法判例百選
　
Ⅰ［第
6版］ 』四五頁など。
一方、稻谷龍彦「刑事手続におけるプライバシー保護（八） ・完」 『法学論叢』第一七三巻第六号（平成二五年）二一頁は、
最高裁昭和 四年判決自体が 制度の不備・欠陥による情報取得後の不当利用の危険性に鑑みた判断であったと考えられと捉える。
（
303）山本龍彦・前掲「プライバシーの権利」九〇頁。この点、例えば、インターネット上の情報流通に関しては
G
oogle
や
A
m
azon
といったグローバル企業の個人情報取扱方針がスタンダードになり、国の役所といった国家権力の指示に限界が生
じること、また、情報取扱いのモニタリングとかアーキテクチャの評価など細かい技術的審査は監視機関に頼らざるを得なくなることなどに見られるように、国家権力に対して向ける自己情報コントロール権だけでは現実を捕捉出来なくなるのはないかとも論じられる。前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」一一六─七頁［宍戸常寿・山本龍彦。
但し、論者は、自己情報コントロール権という共通理解を立てておいて、それを足掛かりに個々の問題情況に応じた理論を
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考えて行く方向を是とする。同一一四頁（宍戸） ・一一八頁（山本） ］ 。
（
304）判例及びそれを巡る議論情況として、大野正博『現代型捜査とその規制』 （平成一三年
　
成文堂）第二編、幕田英雄『実例
中心
　
捜査法解説［第三版］ 』 （平成二四年
　
東京法令出版）一三〇頁以下、一三六頁以下、一四三頁以下、渡辺咲子『任意
捜査の限界一〇一問［四訂］ 』 （平成二二年
　
立花書房）八四頁以下、水野谷幸夫『判例中心
　
適正捜査手続ハンドブック』
（平成二五年
　
立花書房）第四、平良木登規男『刑事訴訟法Ⅰ』 （平成二一年
　
成文堂）二二三頁以下など、先行業績には枚
挙に遑がない。
（
305）大久保隆志『刑事訴訟法』 （平成二六年
　
新世社）二七頁は、類型としての写真撮影が一般的に強制か任意かを論じること
に余り意味はなく、強制か任意かは当該撮影の具体的態様を個別具体的に検討することによって初めて明らかになると述べる。
（
306）東京地判昭和四〇年三月八日下刑集七巻三号三三四頁。
（
307）田宮裕『捜査の構造』 （昭和四六年
　
有斐閣）二四七頁、二六二頁など。最高裁昭和四四年一二月二四日大法廷判決出現以
前にも、裁判例は、単純 肖像権を認めるもの、 「顔写真」の撮影は強制処分であるから許されないとするもの、集団示威運動の情況を撮影することは違法では が、参加者の容貌を目的として撮影すること迄は参加者は容認しているとは言えないとするものなどに分かれていたが、どの裁判例も写真撮影が肖像権乃至プライヴァシーとの関係で問題があることは承認しつつ、一定限度では許されるとするの 大きな流れであったと評されていた。同書二四八頁以下、二六六頁以下など。
（
308）例えば、棟居快行『憲法フィールドノート
　
第
3版』 （平成一八年
　
日本評論社）四七頁など。これについて、憲法上の肖
像権が正面から認められた訳ではなく、 「私生活上の自由」一般が人格価値と結び付きのない儘丸ごと一定の憲法的保護を受けるべきであり、その自由 中に「みだりに容ぼう等を撮影されない自由」 あるに止まるとされたと捉える見解として、宍戸常寿・前掲書『憲法解釈論の応用と展開
　
第
2版』二〇頁・二二頁など。
（
309）田宮裕・前掲書『捜査の構造』二七一頁以下、二六一頁以下など。同二七 頁は、例えば、 「現に犯罪が行われ若しくは行われた後間がないと認められた場合」という要件 ついては、事案に即した判示という意味に止まり、それ以外の場合を積極的に排除するものではなく、同事案のように公然とではなく、隠密に撮影す 場合 問題になるようになれば、新たな基準が展開されざるを得ないものと思われ と述べていた。
一一四
（
310）星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一七三頁は、自動速度監視装置による写真撮影を事前設置（個別撮影）型の写真撮影と位置付ける。
（
311）警察が設置する街頭監視カメラは、平成二二年三月末現在、神奈川県において五〇台（警察庁） 、それ以外の一一都府県において四一一台（都府県警察。平成一四年に運用が開始された新宿では五五台のカメラがあり、撮影された画像は電話回線を通じて歌舞伎町交番から新宿署及び警視庁本部へ転送され、録画されると共にモニター監視されているという） 、スーパー防犯灯が平成二〇年三月末時点で一六都道府県二〇地区に二四〇台（警察庁） 、平成二二年三月末時点で一八都道府県七〇地区に五二九台（都道府県警察）設置されている。日本弁護士連合会編著『デジタル社会のプライバシー』 （平成二四年
　
航思
社）一七〇頁など。
（
312）今井良『警視庁科学捜査最前線』 （平成二六年
　
新潮社）一六一頁以下など。
（
313）星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一九六頁以下など。
（
314）今井良・前掲書『警視庁科学捜査最前線』 五七頁以下など。
（
315）東京高判平成一三年九月一九日（判例集未登載）も地裁判決をほぼ引用し、原告側により上告されたが、最高裁平成一五年一一月二七日判決（判例集未登載）は簡単に退けた。棟居快行・前掲書『憲法フィールドノート
　
第
3版』四七頁に拠る。
猶、東京高判平成二一年一月二九日（判例タイムズ一二九五号一九三頁）も同様の見解に立っている。
（
316）また、仮にＮシステムの端末が道路上の至る所に張り巡らされ、そこから得られる大量の情報が集積・保存されるような事態が生じれば、運転者の行動や私生活の内容を相当程度詳細に推測し得 情報となり、原告らの主張するような国民の行動に対する監視の問題すら生じ得るという点で、Ｎシステ よって得られる情報が目的や方 の如何を一切問わず収集の許される情報とは言えないことも明らかである旨も述べられた。
（
317）松前恵環・前掲「位置情報技術とプライバシーを巡る法的課題─ＧＰＳ技術の利用に関する米国の議論を中心に」
 
二七七─八頁。
（
318）荷物に対する捜索差押許可状の請求がなされること 多いという。三好一幸『令状審査の理論と実務』 （平成 六年
　
司法
協会）九八頁。
（
319）三好一幸・前掲書『令状審査の理論と実務』九九頁は、中身の薬物等を抜き取る行為は強制処分であり、刑事訴訟法第二
一一五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
一八条・関税法第一二一条による捜索差押許可状を必要とするが、薬物等を抜き取った後に代替物を入れる行為は任意捜査であり、令状を必要としないとする。無害品と取り替えて入れても、犯人に特段の不利益を与えるものではなく、その人権を侵害するものでもないため、任意捜査の一環として許される いうことであろう。
（
320）水野谷幸夫・前掲書『判例中心
　
適正捜査手続ハンドブック』八八頁、大野正博「コントロールド・デリバリー」椎橋隆
幸編著『よくわかる刑事訴訟 』 （平成二一年
　
ミネルヴァ書房）四五頁［対象者の挙動が一般公衆に晒されている情況下で
はビーパー 用いた監視も任意処分 て許容 余地があるが、対象物が家屋等に搬入された場合はこの限りでない。ただ、対象物が家屋等の内部に運び込まれた段階で関係者を直ちに逮捕出来る態勢下で監視するような場合であれば、ビーパー装着を任意処分として許容可能と思われる する］など。大久保隆志・前掲書『刑事訴訟法』三三頁は、尾行・張り込み等による継続的監視は、任意捜査として実施すれば足りようが、ビーパー等を貨物に装着し 追尾する場合には、目視以上に正確な位置が特定され、場合によっては位置情報が記録されることもあり得 から、記録 点 おいては、写真撮影に類似したプライヴァシー侵害の問題があり得ると 。
（
321）星周一郎「写真撮影と防犯カメラの法的性質」 『警察学論集』第六三巻第一一号（平成二二年）六一─二頁、井上正仁「強制捜査と任意捜査の区別」井上正仁・酒巻匡編『刑事訴訟 の争点』 （平成二五年
　
有斐閣）五六頁など。
その他、我が国を直接に素材としている訳ではないが、例えば、尾行などについても肉眼で行われているか、通常の望遠
鏡を使うに止まる場合は、合衆国では権利侵害とならない 示唆 ものとして、香川喜八朗「写真撮影の適法性とコミュニティ・セキュリティ・カメラ」 『日本刑事法 理論と展望
　
下巻』 （平成一四年
　
信山社）六八頁。
（
322）田宮裕・前掲書『捜査の構造』二五〇頁、二五三頁。
（
323）井上正仁・前掲「強制 と任意捜査の区別」五六頁など。
（
324）
第二章第一節第一款（
9）など参照。
（
325）田宮裕・前掲書『捜査の構造』二五三─五頁〔集団的示威活動の中にいる個々人の容貌を特定する顔写真の撮影は違法である点は、肖像権の理論からすれば、恐らく正しい結論 あろう する〕 。
（
326）井上正仁・前掲「強制捜査と任意捜査の区別」五六頁［街頭で公然と活動している人には保護されるべき利益が全くないということ迄意味するものではなく、ただ、住居の内 い 人を密かに撮影 場合に侵害が問題となるようなプライヴァ
一一六
シー権と比べると一段劣位に立ち、その写真撮影は強制処分と迄は言えないけれども、濫りに容貌等を撮影されない自由といった利益の侵害を伴うものであることも事実であるから無制限に許される訳ではなく、当該利益の重大性と写真撮影の必要性・緊急性とを較量し、相当と認められる限度でのみ許容される いうことになると考えられるとする］ 、星周一郎・前掲「写真撮影と防犯カメラの法的性質」六一─二頁など。現在、公の場にいるところを監視カメラで撮られることもプライヴァシー侵害になることが認識されつつあると捉え、その原因を検索と集約の技術が非常に発達した点に求める見解として、 「パネルディスカッション
　
デジタル社会における便利さとプライバシー」日本弁護士連合会編著・前掲書『デジタル社会のプ
ライバシー』二九頁［田村智明］ 。また、同書二〇三─四頁をも参照。
裁判例においても、例えば、釜ヶ崎監視カメラ事件（地区関係者が監視カメラ撤去と慰謝料等を求める訴えを、大阪府に
提起した）に関する大阪地裁平成六年四月二七日判決（判例時報一五一五号一一六頁。大阪高裁平成八年五月一四日判決［判例集未登載］においてもほぼ同内容の判示が繰り返され、最高裁平成 〇年一一月一二日判決［判例集未登載］においてもこれを支持した。棟居快行・前掲書『憲法フィールドノート
　
第
3版』三八頁に拠る）において、路上では全てのプライヴァ
シーが放棄されている訳ではなく、病院・政治団体を殊更に監視したり、人の生活領域を相当広範囲且つ継続的 監視すば人のプライヴァシーが把握され得るし、また当該行動を萎縮 せるから違法となり得る旨述べ れている。
（
327）例えば、松前恵環・前掲「ＧＰＳ技術と公共の場におけるプライバシー」一〇九 一一〇頁は、我が国 合、確立された見解がある訳ではないものの、アメリカ合衆国のように物理的境界 基づく公私領域 厳密な二分論が採ら ているものではないとする。
（
328）
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy,Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge: O
bservations F
rom
 A
bove: U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 511
─
12.
（
329）
John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge: O
bservations F
rom
 A
bove: U
nm
anned A
ircraft 
System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 516
─
7 は、連邦最高裁は、無令状での無人機による監視を行うような無制約の権能は捜査
機関等に認めておらず、明らかにされた詳細な個人情報等の量に依拠 た基準を採用する傾向があ する（この基準の下では、精巧でない画像化技術であっても、低空飛行する無人機 誤って使用されれば修正第四条違反となり得 し 方、高度上空で操縦される精巧なカメラによ 画像化において個人情報が殆ど関わらず、 問題が生じないこ も り得 と
一一七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
する） 。
（
330）アメリカ合衆国の判例において現実に争われているのは、公共空間からの私的空間に対する撮影の適否であるとされる。星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一三四頁など。
（
331）
See e.g., Sue C
arter C
ollins “K
atz v. U
nited States
”, supra at 24
─
5.
（
332）渥美東洋「テレビ メラによる不穏な状況と犯罪状況の警察による撮影・録画を適法とした事例」 『判例タイムズ』第六八四号（平成元年）四〇─一頁。
（
333）渥美東洋・前掲 四一頁以下。ヴィデオ撮影の事例の場合、撮影したヴィデオ・テープは長期に亘って保存されるのではなく、一定時間の間撮影したテープを撮影後検分した後、不審事由がなかったり犯罪が撮影されていなければ当該テープは消去されるので、干渉の程度は低いとする。同四三頁。
（
334）
See e.g., Susan A
. H
iggins, “A
erial Surveillance: O
verlooking the F
ourth A
m
endm
ent ”
 50 F
ordham
 L
. R
ev. 271, 280 （
1981 ）.
（
335）井上正仁・前掲「令状主義の意義」七九頁など。
（
336）
第二章第一節第一款（
10）参照。
（
337）小木曽綾「再び『新しい捜査方法』について」 『研修』第七九〇号（平成二六年）一二─三頁 アメリカ合衆国の経験 倣って言えば、 「個人の意思を制圧し、身体、住居 財産等に制約を加えて……捜査目的を実現する行為」という基準は今 も活きており、 これで解決出来ない部 に「個人 意思に反して重大な権利利益を制約する行為」または「対象者のプライバシー等を大きく侵害する行為」という基準が適用されるということになろうかと述べる。
（
338）
V
IV
E
K
 K
O
T
H
A
R
I, “A
utobots, D
ecepticons, and P
anopticons: T
he T
ransform
ative N
ature of G
P
S T
echnology and the 
F
ourth A
m
endm
ent ”
 6 C
rim
. L
. B
rief37, 40
─（
2010 ）.
（
339）
第二章第一節第二款四、第三款など。
（
340）この点、犯罪者は塀を建てることによっては、保護される囲繞地と保護され い
open fields
の間の区分を容易に変えるこ
とは出来ないと裁判例を把握する見解として、
See e. g., O
rin S. K
err, 
“A
N
 E
Q
U
IL
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R
IU
M
-A
D
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ST
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E
N
T
 T
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R
Y
 O
F
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E
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U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
” 125 H
arv. L
. R
ev. 476, 525 （
2011 ）.
一一八
（
341）
See e.g., M
ark L
loyd Sm
ith, “W
arrantless A
erial Surveillance: Searching for C
onstitutional Standards
”, supra at 288
─
.
（
342）
See e.g., G
eoffrey C
hristopher R
app, “C
O
M
P
L
Y
IN
G
 A
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D
 F
L
Y
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G
: L
E
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A
L
 A
N
D
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E
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N
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D
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R
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X
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E
R
IA
L
 SY
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E
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”, supra at 644.
（
343）
B
en Jenkins, “W
atching the W
atchm
en: D
rone P
rivacy and the N
eed for O
versight ” 102 K
y. L
.J. 161, 171
─（
2013/4 ）.  無
人機の持つ監視機能は、早晩壁や天井を透過し得るだろうから、従前の修正第四条についての裁判例の枠組みでは、無人機による監視から社会を保護するためには有効でなくなるかも知れないとも述べる。
Id., at174.  猶、公共空間における監
視が修正第四条の捜索に該当するか否かを画するファクターとして、監視期間とか監視の強度といった点ではなく、用いる科学技術を重視する見解として
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, “T
H
E
 F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 F
U
T
U
R
E
 O
F
 P
U
B
L
IC
 
SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
: R
E
M
O
T
E
 R
E
C
O
R
D
IN
G
 A
N
D
 O
T
H
E
R
 SE
A
R
C
H
E
S IN
 P
U
B
L
IC
 SP
A
C
E
” 63 A
m
. U
.L
. R
ev. 21, 85
─（
2013 ）
［監視の無差別性・隠密性・侵襲性・連続性といったファクターにはメリットもあるが、デメリットの方が大きいと捉える。Id. at77
─. ］.
（
344）
See e.g., Susan A
. H
iggins, “A
erial Surveillance: O
verlooking the F
ourth A
m
endm
ent ”, supra at 280
─
.
（
345）
B
randon N
agy, “W
hy T
hey C
an W
atch Y
ou: A
ssessing the C
onstitutionality of W
arrantless U
nm
anned A
erial Surveillance 
by L
aw
 E
nforcem
ent ”, supra at155.
（
346）
Jacob P
eterson, “V
ehicular G
P
S Surveillance: T
he D
eath of A
utonom
y and A
nonym
ity or a V
ariation on the Status Q
uo?
” 
39 W
ash. U
. J.L
. &
 P
ol ’y 337, 353
─（
2012 ）.
（
347）山本龍彦「警察による情報保管・データベース化の『法律』的統制について」大沢秀介・佐久間修・荻野徹『社会の安全と法』 （平成二五年
　
立花書房）六四頁以下。稻谷龍彦・ 「情報技術の革新と刑事手続」井上正仁・酒巻匡編・前掲書『刑事
訴訟法の争点』四〇─一頁は、情報技術の革新によって情報コストの存在を前提とした従前の法制度は陳腐化され、特に、ＧＰＳによって膨大な行動記録が蓄積・分析され、情報コストが劇的に低下して、濫用的な情報収集・利用のインセンティヴが増大していると述べる。
一一九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
（
348）既に、松代剛枝・前掲「捜査における人の写真撮影」一三一頁以下も、アメリカ法においては、写真撮影は視認の一亜種として視認の規制に服するものであって、精密記録機能に伴う権利侵害性は独立の争点ではなかったが、今日、コンピュータと連携した写真撮影は、多量の写真の蓄積・照合により、技術的には公道上を広域移動する人の動作・動向全てを刻々と捕捉識別出来、公衆視を遥かに越えるレヴェルの秘匿視機能・増幅視機能と不可分に結び付くこととなり、このように変容した現在の写真撮影は、基本的に全て強制処分の域に達していると云わざるを得ないと指摘していた。
（
349）現代の余りに高度化したデジタル社会、データ・バンク社会には、三〇年以上前の一九六〇年代に登場した情報プライヴァシー権論ではその儘の形では対応出来ないと考えられ、アメリカ 衆国においては一九九〇年代後半からプライヴァシー権論における議論の重点を情報システム、データベースの構造乃至アーキテクチャそれ自体に置く構造的転回が生じた。ここにおいては、プライヴァシー保護にとって重視され は個人 自宅や壁よりも寧ろ情報システムのファイアーウォールや暗号化システムであるとされ、我々の関心は「見られること・情報が取られること」から「取られた情報がどう管理・保存されるのか」というシステム構造の問題 移 来ており、プライヴァシーの権利も、自己 コントロール権と 連続性・関連性を維持しつつも 実質的には ステム・コントロール、構造要求とし の性格を強く有するようになっている 指摘されている。山本龍彦・前掲「プライバシーの権利」八二頁以下。
（
350）山本龍彦「憲法学のゆくえ①─１
　
イントロダクション」 『法律時報』第八六巻第四号（平成二六年）八六頁、 「 ［座談会］
憲法と刑事法の交錯（前篇） 」 『法律時報』第八六巻第五号（平成二六年）一二六頁［山本龍彦］ 。亀井源太郎「 ［基調報告］憲法と刑事法の交錯」 『法律時報』第八六巻第四号九一─二頁も、情報の取得時点における侵害性のみを問題とし、当該の管理・利用の場面での侵害性を問題としないのでは（当該侵害性を刑事訴訟 おいて問題とすることには困難もあるとするが） 、事柄の本質を見誤 のかも知れないと述べる。前掲「 ［座談会］憲法と刑事法 交錯（前篇） 」 『法律時報』第八六巻第五号（平成二六年）一二八─九頁［亀井源太郎］をも参照。
（
351）星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一六四 五頁。但し、ヨーロッパのデータ保護法には、アメリカ合衆国のプライヴァシー保護調査委員会が 九七七年に発表 た報告書 情報社会における個人 プライヴァシ 」 けるプライヴァシー法の八原則等が影響を与えているとされる。堀部政男・前掲書『プライバ ーと高度情報化社会』二八頁以下、石井夏生利・前掲書『個人情報保護法 理念と現代的課題』四二八頁など。
一二〇
（
352）アメリカ合衆国においては一九三〇年代に、前科を持つ者について記録化して行くという考え方が発生したとされる。
See 
e.g., W
ayne A
.L
ogan, 
“Inform
ation and Social C
ontrol ”, T
he C
onstitution and the F
uture of C
rim
inal Justice in A
m
erica, 
edited by John T
. P
arry, L
. Song R
ichardson, 2013, C
am
bridge U
niversity P
ress, 138.
（
353）我が国においても、一九八〇年代にかかるアメリカ合衆国の動向などを承けてコンピュータと電気通信の結合について認識が深まり（堀部政男「ニューメディアと法」 『ジュリスト増刊
　
高度情報社会の法律問題』 ［昭和五九年］三〇頁など参
照） 、大量のデータが蓄積されたデータベースの不当目的での悪用等について規律する必要性について論じられていた。渥美東洋「情報犯罪 規律と捜査」 『ジュリスト増刊
　
ネットワーク社会と法』 （昭和六三年）七八頁、同「情報の公開とプライ
ヴァシィー」 『判例タイムズ』第五六四号（昭和六〇年）八頁［広く個人情報も含めて政府が情報を膨大と言える程の量迄入手し、行政サ ヴィスを社会の構造を決定する程迄戦略的に展開出来る情況が生まれたからこそ、恣意的な行政活動や圧政に通ずる行政活動等をチェックする一つの方策として、情報公開法が開発されたと捉える］など。
（
354）ＦＢＩは、一九九〇年に、コンピュータ化計画の一環として四〇〇〇万件の指紋カード及び犯罪歴記録のデジタル記録への書き換えを始めたとされる。デイヴィッド・ライアン［河村一郎
　
訳］ 『監視社会』 （平成一四年［原著二〇〇一年］青土
社）一三〇頁など。
（
355）アメリカ合衆国データにおけるデータベース進展の経緯については、
E
rin M
urphy, 
“D
A
T
A
B
A
SE
S, D
O
C
T
R
IN
E
 &
 
C
O
N
ST
IT
U
T
IO
N
A
L
 C
R
IM
IN
A
L
 P
R
O
C
E
D
U
R
E
”
 37 F
ordham
 U
rb L
.J. 803, 805
─（
2010 ）.
（
356）デイヴィッド・ライアン［河村一郎
　
訳］ ・前掲書『監視社会』四一─二頁など。
（
357）ダニエル・Ｊ・ソローヴ［大谷卓史
　
訳］ ・前掲書『プライバシーの新理論』一六一頁以下。原著
D
aniel J. Solove, 
U
nderstanding P
rivacy, 2008, H
arvard U
niversity P
ress, U
nited States of A
m
erica, 117
─
. 
 Solove
は、例えば、被疑者のＤＮＡ情報を取得したい時は、警察は被疑者が捨てた物などから遺伝情報を取得するの
で、プライヴァシーの合理的期待が欠けるために合衆国憲法修正第四条によっては保護にならないと指摘する。
D
A
N
IE
L
 J. 
SO
L
O
V
E
, “F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 P
R
A
G
M
A
T
ISM
” 51 B
.C
. L
. R
ev 1511, 1530 （
2010 ）.
（
358）ダニエル・Ｊ・ソローヴ［大谷卓史
　
訳］ ・前掲書『プライバシーの新理論』一七二頁以下。また、同書二六七頁以下。
（
359）
D
aniel J. Solove , 
“P
rivacy and P
ow
er: C
om
puter D
atabases and M
etaphors for Inform
ation P
rivacy
” 53 Stan. L
. R
ev. 
一二一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
1393,1461
─（
2001 ）.
（
360）
See e.g., N
ancy F
orster, 
“P
R
IV
A
C
Y
 R
IG
H
T
S &
 P
R
O
A
C
T
IV
E
 IN
V
E
ST
IG
A
T
IO
N
S: 2013 SY
M
P
O
SIU
M
 O
N
 E
M
E
R
G
IN
G
 
C
O
N
ST
IT
U
T
IO
N
A
L
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E
S IN
 L
A
W
 E
N
F
O
R
C
E
M
E
N
T
: A
R
T
IC
L
E
: B
A
C
K
 T
O
 T
H
E
 F
U
T
U
R
E
: U
N
IT
E
D
 ST
A
T
E
S V
. 
JO
N
E
S R
E
SU
SC
IT
A
T
E
S P
R
O
P
E
R
T
Y
 L
A
W
 C
O
N
C
E
P
T
S IN
 F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 JU
R
ISP
R
U
D
E
N
C
E
”
 
 42 U
. B
alt. L
. 
R
ev. 445, 482 （
2013 ）.
（
361）例えば、ヨーロッパにおけるプライバシー保護は、プライヴァシーの権利という点を基底にする度合いが強く、高いレヴェルにあるが、これに対して、アメリカ合衆国の場合は、コモンローの伝統によりプライヴァシーを基本権というよりも利益と捉えた上で、情報プライヴァシーについて包括的に立法せずに特定分野の問題についてアド・ホックに法規を制定するに止め、市場の力をも斟酌するというように大まかには対比出来ると論ずる見解も見られる。
See e.g., D
avid L
indsay, 
Sam
 R
icketson, 
“C
opyright, privacy and digital rights m
anagem
ent （
D
R
M
）
”,
 N
ew
 D
im
ensions in P
rivacy L
aw
, edited by 
A
ndrew
 T
. K
enyon, M
egan R
ichardson, 2006, C
am
bridge U
niversity P
ress, pp. 133
─
.
（
362）ＥＵの個人情報保護制度について、新保史生「ＥＵの個人情報保護制度」 『ジュリスト』一四六四号（平成二六年）三八頁以下、石井夏生利「ＥＵ一般データ保護規則提案の動向（
1） 」 『ＮＢＬ』一〇二五号（平成二六年）三〇頁以下、
Y
ves 
P
oullet, J. M
arc D
inant, “T
he internet and private life in E
urope: R
isks and aspirations
”,
 N
ew
 D
im
ensions in P
rivacy L
aw
, 
supra at 60
─
.
（
363）急速な技術発展とグローバル化によって、収集・管理されるデータの規模が劇的に増大したこと、加盟国の保護レヴェルを均一化させ、個人データを高いレヴェルで保護しつつ、流通の障碍を除去する必要性が生じたことから、二〇一二年一月、ＥＵの欧州委員会は「個人データの取扱いに係る個人の と当該データの自由な移動に関する欧州議会及び理事会規則（一般データ保護規則）提案」を発表し、一九九五年データ保護指令の見直しを図っている。ここで 、加盟国の立法措置を必要とする指令から、加盟国に直接適用される規則への変更、越境適用、定義新設 明示的同意の原則化 削除権、プ ファイリング、データ保護・バイ・デザイン、行政上の制裁金等々の新制度を定め、データ主体によるコントロール強化 データ保護制度の厳格化が図られているとされる。石井夏生利・前掲「ＥＵ一般データ保護規則提案の動向（
1） 」など。
（
364）裁判例においても、画像の記録・保存・流通等が人々の私的生活の領域内の問題であり、不適当な公への開示から対
一二二
象者のアイデンティテイを保護するための相当な手続的措置が必要であるとの認識は存している。
A
lastair M
ow
bray, 
E
U
R
O
P
E
A
N
 C
O
N
V
E
N
T
IO
N
 O
N
 H
U
M
A
N
 R
IG
H
T
S, 3
rd ed., 2012, O
xford U
niversity P
ress,U
nited K
ingdom
, pp. 510
─
.  
イギリスにおける情況については、星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』四二頁以下など。監視カメラの設置数ではアメリカ合衆国 方が後塵を拝し いたが、近時は合衆国でも大都市の重要地点にイギリス同様、カメラが設置され始めており、当局は蓄積された画像データの集積の中から対象者を選別し、その結果、対象者 生活パターンが明るみになるという事態が生まれてしまうであろうとの懸念が寄せられている。また、アメリカ合衆国において、修正第四条についての裁判例に啓発されたアプローチを議会が伝統的に採用して来た点は世界の大勢とは異なっており、裁判所による監督というアプローチはアメリカ流のものであるとも指摘されている。
H
arvey R
ishikof, 
“L
ong W
ars of P
olitical O
rder-Sovereignty and 
C
hoice:  T
he F
ourth A
m
endm
ent and the M
odern T
rilem
m
a
”
 15C
ornell J.L
. &
 P
ub. P
ol ’
y 587, 594
─（
2006 ）.  但し、個人情
報保護に関して、鈴木正朝「他国への個人データ越境移転制限条項の検討」 『ジュリスト』第一四六四号六三 は、ＥＵが個人情報を個人データ保護及びプライヴァシーとして基本的権利・人権の問題と捉えるのに比し アメリカ合衆国 規制が緩やかであるかのよ に捉えることには慎重 なければならないと論じ （合衆国には重厚な司法的救済や事前規制・課徴金制度などが り、また
9・
11事件以降のテロ対策の中で振り子が大きくナショナル・セキュリティに揺れていたもの
の、近時はスノーデン事件に対する国内外の批判もあってプライヴァシーの権利の重視に戻りつつあると見る） 。
（
365）防犯カメラについても、イギリスではプライヴァシー保護原理や証拠法則による法的規制の可能性も否定されないものの、現実には防犯カメラの規制を意図 制定 訳で ないデータ保護法が法的規制 主要な役割を果 していると指摘されている。星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一二〇頁。
（
366）丸橋昌太郎「行動監視捜査の規制」 『信州大学法学論集』第二二号（平成二六年）一七頁以下など。
（
367）イギリスにおけるデータ保存の情況については、
See e.g., A
ndrew
 M
urray, IN
F
O
R
M
A
T
IO
N
 T
E
C
H
N
O
L
O
G
Y
 L
A
W
, 2
nd 
ed., 2013, O
xford U
niversity P
ress, pp. 540
─
.
（
368）
See e.g., T
im
othy T
. T
akahashi, “D
R
O
N
E
S A
N
D
 P
R
IV
A
C
Y
”, supra at 91, 112.
（
369）現状の我が国においても、 「世の中 これだけ監視カメラが増えていて、僕らはどんどん監視されることに鈍感になっているんじゃないか。 」と指摘されており（ 「座談会
　
原点はなぜ見失われたか」 『世界』二〇一四年六月号七七頁［周防正行］ ） 、
一二三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
また、合衆国等においても、匿名性はフェイス・ブックやその他のソーシャル・メディア上で既に崩壊しつつあると評されたりしている。ジグムント・バウマン
+
デイヴィッド・ライアン『私たちが、すすんで監視し、監視される、この世界につ
いて』 （平成二五年［原著二〇一三年］
　
青土社） 。他に、眞淳平『二一世紀はどんな世界になるのか』 （平成二六年
　
岩波書
店）一九五─六頁も、多数の防犯カメラの設置・コンピュータの顔認識機能 急速進歩等が進んでおり、かかる技術の進歩の今後は正確には読めないもの 、数十年の期間で見ると、我々のプライヴァシー感覚は少しずつ変わって行くことを余儀なくされそうである旨述べ
（
370）星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一三四頁など。
（
371）ビーパーを利用しての監視・追跡と同様に、単なる位置情報・走行履歴を知り得るに過ぎないＧＰＳ端末利用の監視・追跡において、重大な権利侵害がないと考える方が従来の判例法理と整合性を持つと指摘するものとして、清水真・前掲「捜査手法としてのＧＰＳ端末の装着と監視・再論」一七七頁など。
無論、ＧＰＳが公共空間に限定されずに使用されれば言う迄もなく、また、公共空間に使用が限定されたにせよ、特定場
所における一定時点の容貌に限定されず 、位置情報であるにせよ、長 的・継続的に対象者の行動を把握出来る場合、その権利制約の度合いが高いことは明らか 。
（
372）ＧＰＳ機能が進展すれば、音声情報なども併せて記録される技術が用いられることになろう（大野正博「ＧＰＳを用いた被疑者等の位置情報探索」 『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集［下巻］ 』 ［平成二六年
　
成文堂］五一四頁、清水真
「自動車の位置情報把握による捜査手法についての考察」 『法学新報』第一一七巻第七・八号［平成二三年］四五四─五頁）が、無人機はそれら技術を取り込むであろう。
（
373）当然ながら、ＧＰＳと同様に、収集されたデ タに基づいて、対象者の場所・時間等々に関するプロファイリングも可能となる。
（
374）一方、軍事用の無人機であっても、提供さ る情報が無限大であるため、データの津波 空軍本部の消化・吸収能力を凌いでおり、底なしのデータのコンテナから、興味があり関連がある対象を探り出すには膨大な作業と多額 費用が必要であると指摘されている。ジグムント・バウマン
+
デイヴィッド・ライアン・前掲書『私たちが、すすんで監視し、監視される、
この世界について』三六─七頁。
一二四
（
375）特にアメリカ合衆国においては、無人機の数が増大することが予測されており、また、政府と大企業との莫大な契約が存在するという事実に鑑み、国中を無人機が日常的に監視するという計画が綿密に調整されているのではないかという印象を市民が抱いており、国防高等研究計画局（
D
efense A
dvanced R
esearch P
rojects A
gency ）が無人機を捜査目的など国内目
的に用いることを進めるために膨大な資金を投下している事実も、監視活動を正式に規格化すること、軍事的な活用とそれ以外の活 との境界が曖昧になること等の諸点で現場を不安 させている。公共の場での監視が行われることによって、プライヴァシーの観念が急速に変容し、現行法下ではプライヴァシーに対 期待がなくなってしまうという懸念をアメリカ合衆国市民の相当数は それが議会に無人機使用に関す ガイドラインを法制化する政治的圧力の増加に繋がっているが、一方、議会が、プライヴァシーや市民の自由の侵害に対する充分な保護手段を定めることなく拙速に無人機に合衆国の空域を開放するこ になれば、却って上記懸念は強まることとなると指摘されている。
See e.g., H
eidi B
oghosian, 
SP
Y
IN
G
 O
N
 D
E
M
O
C
R
A
C
Y
, 2013, C
ity L
ights B
ookstore, San F
rancisco, pp. 232
─
.
（
376）追跡監視ヴィデオに関して、同旨の主張として、大久保隆志・前掲書『刑事訴訟法』三四頁。
（
377）伝統的なプライヴァシー概念（ひとりで放っておいて貰う権利・私生活を濫りに公開されないという法的保障乃至権利） 、情報プライヴァシー権とは視点を異にする権利・利益として、近時は、流出した個人データ よって社会的にマイナス評価となり、当該個人の社会的評価が低下する点にプライヴァシー侵害を認める見解や、内心の平穏の権利 公共空間での匿名性の利益（ 「ひとりで放っておいて貰う権利」のヴァリエー ョン）なども論じられるに至っている。星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』六一頁以下、八〇頁以下など。
（
378）防犯カメラに対する法的規制に関して、星周一郎・前掲書『防犯カ ラと刑事手続』八一頁以下は、ひとりで放っておいて貰う権利・公共空間における匿名性の利益というプライヴァシー概念・社会的評価から 自由としてのプライヴァシー概念は、 撮影やそれによるデータ取得 法的規制に関わるものと言えるが（取得中心基準） これに対して、 自己情報コントロール権に基づく現代的プ イヴァシー概念は、カメラ設置の適否 問題にも関わり得 ものの、寧ろ適法 設置されたカメラにより取得された情報＝映像データの不適切な開示・利用がなされないことの保障 いう意味において、取得データの管理・利用 対する法的規制のあり方に主として関わる問題であると思われ （管理・利用中心基準 と捉え 。
（
379）意思決定への介入は、自己の個人生活に関する個人の意思決定に対する政府による望まれな 侵略行為に関係していると
一二五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
説く見解として、ダニエル・Ｊ・ソローヴ［大谷卓史
　
訳］ ・前掲書『プライバシーの新理論』二一八─九頁。また、同書
 
二一七─八頁は、情報開示のリスクが高まることで情報主体の意思決定に関して萎縮効果を有する可能性が生じるなど、意思決定への介入は情報プライヴァシーに深く関係していると述べる。猶、佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』四四八─九頁は、プライバシーの権利を以て「高度に個人乃至親密な決定に対す 公権力による干渉からの自由」の意味において捉える見解 高度に個人乃至親密な決定自体に関わらない問題をプライヴァシーの領域から放逐する結果となって妥当ではなく、我が国では憲法第一三条の「幸福追求権」の一内実としての人格的自律権（自己決定権）の問題として考えて行くべきとする。
（
380）既に触れた、システム・コントロール、構造要求としての性格からプライヴァシーを見直すアプローチによれば、情報システムの構造審査 しっかりなされれば、情報システムに対する畏怖・恐れは緩和され と言い得るかも知れない。
猶、前掲「 ［座談会］憲法と刑事法の交錯（前篇） 」 『法律時報』第八六巻第五号（平成二六年）一二六頁［山本龍彦］も、
姿態を撮られることで感じる瞬間的な羞恥よりも、その情報が将来どう使われるか分からないという不確実性の方に、より強い脅威や権力性を感じると述べる。
（
381）但し、令状の事前提示自体は必ずしも必須の要件とは言えないであろう。例えば、傍受（盗聴）に関して、盗聴の目的とする会話が得られた後、又はそれが裁判で証拠として持ち出される前に、被盗聴者にノ ティスす こと等で、ノーティス要件は充たされるのではないかと議論されている。佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』三三六頁、三四六頁、大久保隆志「任意捜査の限界─偽装型捜査の許容性とその限界─」 『広島法科大学院論集』第九号（平成二五年）一三四頁以下［呈示それ自体が令状主義の保障の内容をなすもの はなく、事後的にであ 異議や不服を申し立て、処分取消 を求めて損害を回復することが可能であれば良いとする］ 。井上正仁・前掲書『捜査手段 通信・会話の傍受』七三 以下をも参照。
（
382）例えば、街頭防犯カメラの設置・使用については、行政警察活動として任意手段として許容されることになるが、それを前提として、使用方法の相当性を充足するか否か 判断する段階において、録画したデータの管理が厳格 行われ いるということ、犯罪防止・捜査支援等とは無関係な画像データについ 一定期間内に消去がなされること等が重要 判断要素と捉えられている。星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一九〇頁、一九四頁、二〇二頁など。
（
383）稻谷龍彦・前掲「情報技術の革新と刑事手続」四一頁は、ＧＰＳに関して、小型化・巧妙化が進み、僅かな手間で半永久
一二六
的に対象者の行動を監視出来るように工夫されており、 長期に亘る監視行為によって蓄積された膨大な行動記録をコンピュータプログラムを通じて分析することで、詳細なプロファイルが可能になる点を捉えて、特別の法的規制を必要とする「強制の処分」と解されるべきであって、令状主義のような厳格な法的規制が行われるべきであろうとする。そして、ＧＰＳにおける問題の本質が情報 蓄積に るため、令状審査を通じ 対象者所持品への侵入について不当目的が存在するか否かをスクリーニングするだけでは不充分で、少なく も令状審査段階で不当目的を予めスクリーニングする機会を設けることが必要であり、また、蓄積された情報の性質・量と当該情報コストの低さに鑑みた場合、不当な目的外利用を防ぐために、少なくとも通信傍受法第一九条以下のような個別具体的な事後処理につい の規定 必要であ と述べる。
（
384）「パネルディスカッション
　
デジタル社会における便利さとプライバシー」日本弁護士連合会編著・前掲書『デジタル社会
のプライバシー』四六頁［田村智明］ 。既に触れた点と重なるが アメリカ合衆国においても 位置情報技術やソーシャルメディアの発達によってデータ集積が高度化し、人々は自分が知らぬ儘に従前 警察 よる監視よりも膨大な情報が収集されているのではないかと感じ ようになり、捜査機関等の濫用に対す 懸念も高まる結果として、ライフプランの機動性・創造などに萎縮効果が生じ得るとも指摘されている。
K
im
berly D
. B
ailey, “W
atching M
e: T
he W
ar on C
rim
e, P
rivacy, and 
the State
” 47 U
.C
. D
avis L
. R
ev. 1539, 1571 （
2014 ）.
（
385）無人機の便益とコストの衡量を重視する見解は、安全という便益の上昇は個人のプライヴァシーのコストの下に成り立ち、無人機による監視が広範に普及した場合、無人機によ 無制約 監視による限界費用は当該監視による限界収益 上回って社会にとって非生産的・非効率となるから、無人機による監視を過度 制約しない 同時に過度な監視も行わないという形で、無人機による監視が生み出す社会に っての利益が社会に って 限界費用・不便を上回るか同等のレヴェル なるように、法的設計がなされるべきである 主張する（
Ian F
. R
othfuss, “A
n E
conom
ic P
erspective on the P
rivacy Im
plications 
of D
om
estic D
rone Surveillance
” 10 J.L
. E
con. &
 P
ol ’y 441, 456
─
7 ［
2014 ］ ）
.  本文で述べたようなアプローチは、上記のよう
なバランス判断の一つの現れと言うことが可能であると思われ 。
（
386）稻谷龍彦・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（一） 」四頁は、刑事手続におけるプライヴァシー保護は捜査機関による情報取得時だけでなく国家による不当 個人情報濫用を防ぐ いう形で情報取得後にも問題となり、国家に る個人情報濫用の危険に対応するためには制裁規定等によって担保された情報取得後 管理体制の構築が必要 るが 裁判所には
一二七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
かかる体制構築に必要な情報収集・分析能力、法規創造力が備わっていないと述べる。稻谷龍彦「刑事手続におけるプライバシー保護（二） 」 『法学論叢』第一六九巻第五号一六頁、同「刑事手続におけるプライバシー保護（三） 」 『法学論叢』第一七一巻第五号五〇─一頁、同「刑事手続におけるプライバシー保護（四） 」 『法学論叢』第一七一巻第六号一五頁、同「刑事手続におけるプライバシー保護（五） 」 『法学論叢』第一七二巻第二号一八頁以下、同「刑事手続におけるプライバシー保護（六） 」 『法学論叢』第一七三巻第二号（平成二五年）一六─七頁、同「刑事手続におけるプライバシー保護（七） 」 『法学論叢』第一七三巻第三号（平成 五年）二四頁以下などをも参照。
（
387）或いは、令状を要求しても、対象者に対するノーティスは事後的でも良いと解することも可能であろう。
（
388）星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』二七一頁。我が国においては、警察等の公的機関 より設置・利用される街頭防犯カメラの許容性は犯罪抑止という側面に関わり、主として行政警察活動における許容限界という観点から考察されるべきであるのに対して、撮影データの保存期間を超えた抽出や分析は犯罪捜査支援機能に関わるもので、刑事司法における捜査の適法性の視点（更に 証拠の許容性・信用性）や情報保護法により把握されるものと言える（撮影データの管理の側面については、個人識別可能な個人情報に該当する場合 は個人情報保護法によ 規制に服するが これに該当し 場合には個人情報保護法等 趣旨に則った内規による規制がなされる）と捉える。同書二七二頁。
（
389）佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』四三九頁など。
（
390）佐藤幸治・前掲書『現代国家と人権』四三七─八 は、プライヴァシーの権利が「ひとりで居らせてもらいたいという権利」の意味であるとすればプライヴァシーの権利 実際上かなり些細な事柄に対する干渉から自由である権利 なってしまいかねないが、今日、高度に相互依存的な社会 生き、税・社会 障・各種サービス等の 野で好むと好まざる かかわらず公権力と接触せざるを得ない情況下にあることを前提とするならば、我々が道徳的自律 存在として、自ら善であ と判断する目的を追求して、他者とコミュニケートし、自己の存在に関わる情報を開示する範囲 その性質を選択出来る権利というようにプライヴァシーの権利を理解すべきであり この下に、公権力が盗聴器を使用して個人の会話を聴取したり、個人の道徳的自律と存在に直接関わる情報を取得・保有することはプライヴァシーの権利 侵害するも として原則 して許されないけれども、個人 道徳的自律 存在に直接関わらない外的事項 関す 個別情報 公権力が正当な目的のために正当な方法を通じて取得しても直ちにプライヴァシーの権利侵害とは言えず ただそれ 悪用または集積され 時、道徳的
一二八
自律と存在に影響を及ぼすものとしてプライヴァシー権利侵害の問題が生ずると述べる。例えば、松井茂記「情報コントロール権としてのプライバシー 権利」 『法学セミナー』第四〇四号（昭和六三年）三八頁・四〇─一頁も、プライヴァシーの権利を自己情報コントロール権として理解しつつ、個人の容貌の写真撮影など個人情報の取得・収集の局面のみならず、取得・収集された個人情報を保有・管理する必要性がなくなったにもかかわらず保有・管理していることはプライヴァシーの権利の侵害と考えざるを得ないと述べて、個人情報の保有・管理・ 用、更に開示・提供の局面にもプライヴァシー権侵害について 規律 及ぼす（但し、同四〇頁は 道徳的自律の存在としての個人 実在に関わ か否かの区別は必ずしも明確でな ので、自己情報全てをプライヴァシー 権 の対象と考えつつ、権利侵害の許容性を判断する際に情報の性質を考慮することによって対処し 方が良いのではないかと述べる） 。佐藤幸治『日本国憲法論』 （平成二三年
　
成文堂） 一八四
頁をも参照。同書一八二頁は、学説やアメリカ合衆国の判例の中には、自己決定のプライヴァシー権や、 「ひとりで居させてもらいたいという権利」に最も近い「静穏のプライヴァシー権」 称すべきものをもプライヴァシーの 利に含めて観念するものがあるが、権利はその内実が明確で同質的であることを本来 性質とする と解され、また、これらの多くは人格的自律権（自己決定権）の問題として捉えるこ が出来るから、プライヴァシー 権利は「情報プライヴァシー権」の意味に限定するのが妥当である旨述べる。
これに対して、例えば、石井夏生利・前掲書『個人情報保護法の理念と現代的展開』五五九頁は、プライヴァシー権は、
伝統的権利が現代的権利に取って代わられた で なく、両者 総合した権利 理解 なければならないとする。
（
391）令状取得を法定しなくとも、データ管理を法定するという形で強制処分として規律するというアプローチも考えられよう。
（
392）
See e.g., B
en Jenkins, “W
atching the W
atchm
en: D
rone P
rivacy and the N
eed for O
versight ”, supra at178
─［外部機関に
よる監査等についても示唆する］
.
（
393）
See e.g., H
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. F
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”
 64 Syracuse L
. R
ev. 1, 45
─（
2014 ）. イリノイ州の法案の例について、
Id. at32.
（
394）
See e.g., D
aniel T
. P
esciotta, “I ’m
 N
ot D
ead Y
et: K
atz, Jones, and the F
ourth A
m
endm
ent in the 21st C
entury
”, supra at 
246
─
;
 W
illiam
 J. Stuntz, “T
he P
olitical C
onstitution of C
rim
inal Justice
”
 119 H
arvard L
. R
ev. 781, 846
─（
2006 ）; B
en Jenkins, 
“W
atching the W
atchm
en: D
rone P
rivacy and the N
eed for O
versight ”, supra; Ian F
. R
othfuss, “A
n E
conom
ic P
erspective 
一二九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
on the P
rivacy Im
plications of D
om
estic D
rone Surveillance
”, supra at 457
─
.
（
395）例えば、最高裁平成二一年九月二八日第三小法廷決定（刑集六三巻七号八六八頁）において、警察による宅配便荷物に対するエックス線検査に関して、 「荷送人の依頼に基づき宅配便業者の運送過程下にある荷物について、捜査機関が、捜査目的を達成するため、荷送人や荷受人の承諾を得ることなく、これに外部からエックス線を照射して内容物の射影を観察したものであるが、その射影によって 物の内容物の形状や材質をうかがい知ることができる上、内容物によってはその品目等を相当程度具体的に特定することも可能であって、荷送人 荷受人の内容物に対するプライバシー等を大きく侵害するものであるから、検証として 性質を有する強制処分に当たるもの 解される。 」と判示された。本決定について、捜索の一方法として同様の検査 行うこと 可能性を排除する迄 趣旨ではなかろうと捉える見解として、井上正仁「梱包内容のエックス線検査」井上正仁・大澤裕・川出敏裕編『刑事訴訟法判例百選』 ［第
9版］ 』 （平成二三年）七一頁。
（
396）既に触れた通り、星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』二七二頁は、防犯カメラによって得られた撮影データで個人情報に該当しないも については、個人情報保護法等の趣旨 沿った内規による規制 なされることにな とする。この点、例えば韓国では、個人情報保護法第二五条、同法施行令第二二条 標準個人情報保護ガイドライン（第四〇条・第四一条・第四四条・第五二条）にＣＣＴＶに関する基本的な規定を明示し、その他、駐車場法施行規則、住宅法施行規則、児童福祉法、廃鉱地域開発支援に関する特別法施行令、外国人 規則、公衆衛生管理法施行規則 国際航海船舶及び港湾施設のセキュリティに関する法律施行規則、生命倫理及び安全に関する 律施行規則 地下公共歩道施設の決定・構造 設置基準に関する規則等で設置を個別 規定している され 。シン
　
ヨンジン（瀬戸洋一・日本情報経済社会推進協会
　
監訳）
『情報化社会の個人情報保護と影響評価』 （平成二六年
　
勁草書房）六〇頁以下。
（
397）自由・自律といった理性ある人々の間でも大きな意見の対立が発生する理念に内容を与える能力は裁判官には充分に備わっておらず、自律乃至熟慮的自律を保護する企 は、裁判官に多大な意思決定上の負担を負わせるとも指摘される。キャス・サンスティーン［那須耕介
　
訳］ 『熟議が壊れるとき』 （平成二四年
　
勁草書房）二〇二頁。
（
398）二〇世紀、イギリスやアメリカ合衆国においては、事案毎に判断を下すことで漸進的決定を通じて良い結果を生み出して行くという裁判所の能力へ 信頼が低下したため（裁判官 別事案 直接影響を受ける当事者の主張を聞くけれどもそれ以外の利害関係者の声を耳にすることはなく、利用可能な情報は限定されてい ） 、立法者はコモン・ロー方式に代えて明確
一三〇
な準則を事前に整備するようになったと指摘される。キャス・サンスティーン［那須耕介
　
訳］ ・前掲書『熟議が壊れるとき』
二三〇頁、二三四頁。
（
399）議会には環境問題などについての情報が不足しているため、環境保護局（ＥＰＡ）などを設置して委任することで、多くの決定負担を確実に軽減しようとしているし、また、議会は情報を持っていても、アファーマティヴ・アクション等への対応を支える価値についての合意を築け 能力 欠ける ころがあ とも指摘される。キャス・サンスティーン［那須耕介
　
訳］ ・前掲書『熟議が壊れるとき』二一九─二〇頁。
（
400）準則などを決定するために必要な情報を欠 いる時や、事態が徐々に変化するとか、大規模な変化の責任を避けたいという場合には漸進的決定が準則等よりも望ましい場合があるし、逆の場合もあると ・サンスティーン［那須耕介
　
訳］ ・前掲書『熟議が壊れるとき』二三七─八頁、二三四頁。
（
401）
See e.g., C
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─
.
（
402）例えば、木村草太／西村裕一『憲法学再入門』 （平成二六年
　
有斐閣）二一頁以下など。
（
403）一つの例として、捜査機関が法廷に証拠を提出しようとしないような場合には、裁判所によ 令状を介した事前規律ではコントロールに限界があるとは言えよう。
See e.g.,Susan A
.B
andes, 
“T
he C
hallenges of ‘Q
uality of L
ife ’
 P
olicing for the 
F
ourth A
m
endm
ent ”, T
he C
onstitution and the F
uture of C
rim
inal Justice in A
m
erica, supra at 47.
（
404）
D
aniel T
. P
esciotta, “I'm
 N
ot D
ead Y
et: K
atz, Jones, and the F
ourth A
m
endm
ent in the 21st C
entury
”, supra at 249
─
50, 
255.我が国の研究においても、稻谷龍彦「刑事手続におけるプライバシー保護」 『刑法雑誌』第五三巻第二号（平成二六年）
二三二頁、二四三頁は、国会の方が裁判所よりも情報収集・分析能力 優れ いるから、確率問題として法的問題に対すより優れた解を出し易いが 失敗や機能不全に対して裁判所が対応する必要を否定するものではなく、国会による刑事手続立法の重視は、不正義な刑事手続を指弾し、或いはその欠陥を指摘して、国会に修正 迫 方策を却って強く要求することとなり、裁判所による憲法解釈・法律解釈はそのような方策の極めて重要 ものの一つとして位置付けられるこ になろうと述べる。稻谷龍彦・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（二） 」二一─二頁、同・前掲「刑事手続における
一三一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（三）
（鈴木）
プライバシー保護（三） 」五三頁［裁判所による憲法解釈は「政治」を無視・代替するのではなく、寧ろより良い「政治」を引き出し得るように工夫されるべきであったと考えられると述べる］ 、同・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（六） 」六頁以下、二二─三頁［総体としてのプライヴァシー保護法制の最適化という観点からは、議会と裁判所の棲み分けではなく、相互関係を念頭に置いて、各々の果たす役割を問うべきである旨を示唆する］ 、一四頁・一九頁［合衆国連邦最高裁 政治部門によって健全な刑事司法制度が形成されるように配慮した憲 解釈を行わなければならない 裁判所の憲法解釈を、通常の政治過程によってその意思や利益が必ずしも反映されるとは限らない少数派住民の意思や利益を刑事司法制度により良く反映するために用いるという発想を適切なものと示唆する］ 、同・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（八） ・完」一八─九頁［裁判所が適宜警告を発して政治部門にプレッシャー 掛けるという点で、裁判所の審査は、任意処分の適法性を判定する場面においても熟議による適正手続を起動す ための契機となり得 と述べる］などをも参照。
（
405）行政府と立法府が密接に結合する議員内閣制においては行政府の比重の増大は立法府の比重低下を意味するが、大統領制では両者は相互に独立しているので、行政府の比重が増大したから 言って、立法府の比重が直ちに低下 訳では くアメリカ合衆国においても行 国家化の傾向は著しいものの 議会は大統領に対して一定の発言権は維持しており（立法権独占、予算作成という国政の最重要事項を議会が有し、また、上院 大統領指名人事の同意権を有するため、アメリカ合衆国の議会の権限は依然大きい。連邦議会が立法や調査のための多くの専門スタ フを雇用しているのも、大統領権力 肥大化に議会が対抗する必要性が認識されたためという側面もあ ） 、大統領は議会に圧倒的な影響力を及ぼすことは出来ないと捉えられている（一方、一九七〇年代以降、分野横断的で 且つ複雑な対立点を含む多数 法改正実現 ために、各分野の改正項目を一本化し 議会・政党の首脳部と大統領・行政府間の直接交渉によって包括的調整・合意を行うケースも多く見られるようになったと指摘されている） 。五十嵐武士 古谷旬・松本礼二『アメリカの社会と政治』 （平成七年
　
有斐閣）五
〇頁以下、五六頁以下［阿部齊］ 、久保文明・砂田一郎・松岡泰・森脇俊雅『アメリカ政治［新版］ 二二年
　
有斐閣）
 
一四二 下［森脇俊雅］ 、久保文明編著『アメリカの政治』 （平成一七年
　
弘文堂）七〇頁、八七頁以下［武田興欣］ 、大森
政輔／鎌田薫編『立法学講義』 （平成一八年
　
商事法務）四一六頁以下［後藤敬三］など。
（
406）中島誠『立法学［第三版］ 』 （平成二六年
　
法律文化社）四二頁以下、二六六頁以下、二八七頁以下、三一一頁以下。
（
407）違憲審査・憲法保障に関する議論であるが、人権保障は最高裁による違憲判決といった一つの点によって実現するのでは
一三二
なく、最高裁と立法府、更には行政府・地方公共団体・国民との対話という一連の相互作用のプロセスによって実現するという視点を提示するものとして、佐々木雅寿『対話的違憲審査の理論』 （平成二五年
　
三省堂） 。因みに、よりダイナックな
形となろうが、アメリカ合衆国において、州法→違憲判決（州最高裁） →州憲法修正→憲法修正合憲判決（州最高裁） →違憲判決（連邦裁判所） →連邦最高裁判決→連邦憲 修正（？）という形で、裁判所は熟議の過程において重要な転轍の役割を果たしており、裁判所と議会・人民が熟議の動態を展開させていると指摘される。駒村圭吾「熟議 担い手としての議会と裁判所」西原博史編『立法システムの再構築』 （平成二六年
　
ナカニシヤ出版）四四頁以下［我が国ではそこ迄の熟議のドラマ
は考えにくいとする。同四九頁・五一頁］ 。
また、立法のみならず、行政機関が規則を制定して、法執行機関を外部から監督することの重要性も否定されないであろ
う。
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（
408）法案作成において検討すべきプログラム・議題を設定する権限は国会に属するのか、内閣に属するのか、国会・内閣（更に裁判所）の協働によるのかに関する我が国の議論情況については、村西良太『執政機関としての議会』 （平成二三年
　
有斐
閣）二〇四頁以下、二二三頁以下、二六五頁以下など。
（
409）勝田卓也『アメリカ南部の法と連邦最高裁』 （平成二三年
　
有斐閣）九頁、二一〇頁以下、二五四頁以下、二八一─二頁は、
アメリカ合衆国の大統領は連邦議会を支配する力を構造上持たず、また、連邦議会 民主主義的な政治制度としては不完全で、例えば、政治家はアメリカ南部の基本的秩序を変える（これは本来は でなく政治部門のなし得 仕事である ことが出来なかった。そこで、アメリカの国益を確保するために連邦 （中長期的な観点からアメリカの国益を考慮に入れた判断を行うことが、 最高裁裁判官に期待出来る） がブラウン判決やローパー判決といった形で南部独自の法文化 変容を、限定的ながらも促さざるを得なかったと分析する。
（
410）写真撮影といった新しい捜査方法の領域の解決には、裁判所が相応しい旨述べる見解として、田宮裕『捜査の構造』二五九頁、二七五頁など（これに対して 立法は 迅速且つ正確な捜査を容易にするこ にも貢献すると述べる見解として、稻谷龍彦・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（八） 」一二─三頁。猶 我が国においては、従前は国民も政治家も日常生活に直接関係のない刑事法 大きな関心 寄せることはなかったため、刑事立法に関する 定権は、裁 所・法務省・弁護
一三三
無人機（
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（鈴木）
士会・刑事法研究者ら専門家集団がほぼ独占して来たところ、近時、刑事立法が政治化することによって、専門家の発言力が相対的に低下していると指摘されている。松原芳博「立法化の時代における刑 学」井田良・松原芳博編『立法実践 変革』 ［平成二六年
　
ナカニシヤ出版］一二八頁など） 。
この点について、合衆国の議論を参照しつつ、包括的ルールの制定・ルールの明確さ・ルール改訂の迅速さの点で技術
の進歩への対処については裁判所よりも議会の方 適切であるとする議論もあるが いずれの点も実際に議会の方が勝っているということはないとする反論もあ の指摘もなされている。津村政孝「家屋内から発せられる熱を測定する
therm
al 
im
aging
装置と第四修正の『捜索』 」 『ジュリスト』第一四三四号（平成二三年）一三九頁。
（
411）田村正博「犯罪捜査における情報の取得・保管と行政法的統制」前掲書・ 『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集［下巻］ 』五三〇頁以下は、情報の保管段階にお ては、情報が外部に流出す か、証拠として提出され といった稀な事態を除けば裁判所の統制は及び難いため、構造的・組織的・事前的にデータベースを統制して行く構造的監督が重要となり、かかる構造的監督として現行法 でも行政規則によって目 外利用を禁止または厳格に制限 、当該違反を懲戒処分対象とすることが可能である旨述べ 。
（
412）街頭防犯カメラからの撮影データの抽出・確定的保存に関して、要件を充足したカメラで撮影されたものであっても、捜査等に用い 必要性が充分に認められない儘に特定の映像を抽出し、運 基準に定めた期間 超えて確定的に保存された撮影データ は、任意捜査としての許容範囲を超える撮影で収集された証拠（撮影データ） 認められるのと同質 違法性が認められることになり、当該証拠 抽出等が、令状主義の精神を没却 、違法が重大であると判断され 場合には証拠排除されることになろうと論じる見解として、星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』二四七─八頁。
（
413）行為規範遵守について、司法審査には限界があると指摘するものとして、稻谷龍彦・前掲「刑事手続におけるプライバシー保護（三） 」五〇頁、同「 （六） 」一七頁。
（
414）この過程で捜査機関に対する行為規範を準則化することも必要であり、それが立法に繋がって行くであろう。
（日本比較法研究所嘱託研究員）
